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平成28年1月27日

平成27年度サービス管理責任者等指導者養成研修会分野別講義資料より

平成27年度奈良県サービス管理責任者等研修テキスト



【【【【児童福祉法に関する知識児童福祉法に関する知識児童福祉法に関する知識児童福祉法に関する知識】】】】

○○○○ 平成２４年４月以降の児童分野の制度改革について認識を深め、障害種別の一元化への対応の他、保育平成２４年４月以降の児童分野の制度改革について認識を深め、障害種別の一元化への対応の他、保育平成２４年４月以降の児童分野の制度改革について認識を深め、障害種別の一元化への対応の他、保育平成２４年４月以降の児童分野の制度改革について認識を深め、障害種別の一元化への対応の他、保育

所等訪問支援などの地域生活支援、障害児相談支援事業との連携について認識を深める。所等訪問支援などの地域生活支援、障害児相談支援事業との連携について認識を深める。所等訪問支援などの地域生活支援、障害児相談支援事業との連携について認識を深める。所等訪問支援などの地域生活支援、障害児相談支援事業との連携について認識を深める。

【【【【アセスメント、アセスメント、アセスメント、アセスメント、支援等に関する知識支援等に関する知識支援等に関する知識支援等に関する知識】】】】

○○○○ 適切な発達支援を行うために必要な発達評価（成育歴を含む）について認識を深める必要が適切な発達支援を行うために必要な発達評価（成育歴を含む）について認識を深める必要が適切な発達支援を行うために必要な発達評価（成育歴を含む）について認識を深める必要が適切な発達支援を行うために必要な発達評価（成育歴を含む）について認識を深める必要がある。ある。ある。ある。

またまたまたまた、増加する発達障害児の療育ニーズに対応できるよう発達障害のアセスメント、支援等に、増加する発達障害児の療育ニーズに対応できるよう発達障害のアセスメント、支援等に、増加する発達障害児の療育ニーズに対応できるよう発達障害のアセスメント、支援等に、増加する発達障害児の療育ニーズに対応できるよう発達障害のアセスメント、支援等についついついつい

てててて、事例を通じながら認識を深める必要がある。、事例を通じながら認識を深める必要がある。、事例を通じながら認識を深める必要がある。、事例を通じながら認識を深める必要がある。 → 発達の評価方法、活用等について理解を

深める。

【【【【発達支援・家族支援・地域支援発達支援・家族支援・地域支援発達支援・家族支援・地域支援発達支援・家族支援・地域支援】】】】

○○○○ 療育は、子どもの発達支援だけでなく家族支援、地域（生活）支援も重要である。障害受容等保護者の心療育は、子どもの発達支援だけでなく家族支援、地域（生活）支援も重要である。障害受容等保護者の心療育は、子どもの発達支援だけでなく家族支援、地域（生活）支援も重要である。障害受容等保護者の心療育は、子どもの発達支援だけでなく家族支援、地域（生活）支援も重要である。障害受容等保護者の心

情に寄り添ったサポート、子どもや家庭のある地域資源へ支援について認識を深める必要がある。情に寄り添ったサポート、子どもや家庭のある地域資源へ支援について認識を深める必要がある。情に寄り添ったサポート、子どもや家庭のある地域資源へ支援について認識を深める必要がある。情に寄り添ったサポート、子どもや家庭のある地域資源へ支援について認識を深める必要がある。 →

障害受容など家族の心理機制について学習するとともに、家族のエンパワメント支援について理解を深める。

また、地域支援の支援も押さえる。の３視点を押さえる。

【【【【関係機関との連携関係機関との連携関係機関との連携関係機関との連携】】】】

○○○○ 児童期は、短期間でライフステージが交代し、関係機関も多岐にわたる。切れ目のない継続的な支援を行児童期は、短期間でライフステージが交代し、関係機関も多岐にわたる。切れ目のない継続的な支援を行児童期は、短期間でライフステージが交代し、関係機関も多岐にわたる。切れ目のない継続的な支援を行児童期は、短期間でライフステージが交代し、関係機関も多岐にわたる。切れ目のない継続的な支援を行

うためには、相談支援専門員をはじめ医療・保健・教育などの多くの関係機関との連携が必要である。うためには、相談支援専門員をはじめ医療・保健・教育などの多くの関係機関との連携が必要である。うためには、相談支援専門員をはじめ医療・保健・教育などの多くの関係機関との連携が必要である。うためには、相談支援専門員をはじめ医療・保健・教育などの多くの関係機関との連携が必要である。 →

切れ目のない継続した支援の必要について、理解を深める。また、連携のカギとなる個別支援会議（移行会

議等）の開催・運営について認識を深める。また、地域の発達支援システム構築について検討する（自立支

援）協議会への参画の重要性について認識を深める。

○○○○ 必要に応じて、児童相談所との連携が必要である。必要に応じて、児童相談所との連携が必要である。必要に応じて、児童相談所との連携が必要である。必要に応じて、児童相談所との連携が必要である。 → 被虐待児童の支援に当たって共通認識を持って

児童の権利擁護を図ることの重要性について理解を深める。

児童発達支援管理責任者研修のポイント児童発達支援管理責任者研修のポイント児童発達支援管理責任者研修のポイント児童発達支援管理責任者研修のポイント



障害児支援の強化障害児支援の強化障害児支援の強化障害児支援の強化～児童福祉法改正のポイント～～児童福祉法改正のポイント～～児童福祉法改正のポイント～～児童福祉法改正のポイント～

■障害児施設の一元化■障害児施設の一元化■障害児施設の一元化■障害児施設の一元化

障害障害障害障害種別で分かれている現行の障害児施設を、通所による支援を「障害児通所支援（児童発達種別で分かれている現行の障害児施設を、通所による支援を「障害児通所支援（児童発達種別で分かれている現行の障害児施設を、通所による支援を「障害児通所支援（児童発達種別で分かれている現行の障害児施設を、通所による支援を「障害児通所支援（児童発達支援等支援等支援等支援等）」、）」、）」、）」、

入所による支援を「障害児入所支援（障害児入所施設）」にそれぞれ一元化入所による支援を「障害児入所支援（障害児入所施設）」にそれぞれ一元化入所による支援を「障害児入所支援（障害児入所施設）」にそれぞれ一元化入所による支援を「障害児入所支援（障害児入所施設）」にそれぞれ一元化

■障害児通所支援の実施主体を市町村へ移行■障害児通所支援の実施主体を市町村へ移行■障害児通所支援の実施主体を市町村へ移行■障害児通所支援の実施主体を市町村へ移行

通所通所通所通所サービスの実施主体は身近な市町村に変更。これにより障害者自立支援法の居宅サービスとサービスの実施主体は身近な市町村に変更。これにより障害者自立支援法の居宅サービスとサービスの実施主体は身近な市町村に変更。これにより障害者自立支援法の居宅サービスとサービスの実施主体は身近な市町村に変更。これにより障害者自立支援法の居宅サービスと通所サー通所サー通所サー通所サー

ビスビスビスビスの一体的な提供が可能。の一体的な提供が可能。の一体的な提供が可能。の一体的な提供が可能。

■放課後等デイサービス、保育所等訪問支援の創設■放課後等デイサービス、保育所等訪問支援の創設■放課後等デイサービス、保育所等訪問支援の創設■放課後等デイサービス、保育所等訪問支援の創設

学齢児学齢児学齢児学齢児を対象としたサービスを創設し、放課後支援を充実。また、障害があっても保育所等の利用がを対象としたサービスを創設し、放課後支援を充実。また、障害があっても保育所等の利用がを対象としたサービスを創設し、放課後支援を充実。また、障害があっても保育所等の利用がを対象としたサービスを創設し、放課後支援を充実。また、障害があっても保育所等の利用ができるできるできるできる

よう訪問サービスを創設。よう訪問サービスを創設。よう訪問サービスを創設。よう訪問サービスを創設。

■在園期間の延長措置の見直し■在園期間の延長措置の見直し■在園期間の延長措置の見直し■在園期間の延長措置の見直し

１８歳１８歳１８歳１８歳以上の障害児施設入所者に以上の障害児施設入所者に以上の障害児施設入所者に以上の障害児施設入所者に対し障害者総合支援法対し障害者総合支援法対し障害者総合支援法対し障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスを提供し、年齢にに基づく障害福祉サービスを提供し、年齢にに基づく障害福祉サービスを提供し、年齢にに基づく障害福祉サービスを提供し、年齢に応じた応じた応じた応じた

適切適切適切適切な支援を提供。な支援を提供。な支援を提供。な支援を提供。

＊＊＊＊現現現現にににに入入入入所所所所ししししてててていいいいたたたた者者者者がががが退退退退所所所所ささささせせせせらららられれれれなななないいいいよよよよううううににににすすすするるるる。。。。

○○○○ 障害のある児童が身近な地域で適切な支援が受けられるようにするとともに、併せて、年齢や障害特性障害のある児童が身近な地域で適切な支援が受けられるようにするとともに、併せて、年齢や障害特性障害のある児童が身近な地域で適切な支援が受けられるようにするとともに、併せて、年齢や障害特性障害のある児童が身近な地域で適切な支援が受けられるようにするとともに、併せて、年齢や障害特性にににに

応じた応じた応じた応じた専門的な支援が提供されるよう質の確保を図る。専門的な支援が提供されるよう質の確保を図る。専門的な支援が提供されるよう質の確保を図る。専門的な支援が提供されるよう質の確保を図る。

（（（（1）障害児通所支援及び障害児入所支援の概要）障害児通所支援及び障害児入所支援の概要）障害児通所支援及び障害児入所支援の概要）障害児通所支援及び障害児入所支援の概要



障害児施設・事業の一元化障害児施設・事業の一元化障害児施設・事業の一元化障害児施設・事業の一元化 イメージイメージイメージイメージ

児童デイサービス児童デイサービス児童デイサービス児童デイサービス

重症心身障害児（者）通園事業（補助事業重症心身障害児（者）通園事業（補助事業重症心身障害児（者）通園事業（補助事業重症心身障害児（者）通園事業（補助事業））））

障害児通所支援障害児通所支援障害児通所支援障害児通所支援

・児童発達支援・児童発達支援・児童発達支援・児童発達支援

・医療型児童発達支援・医療型児童発達支援・医療型児童発達支援・医療型児童発達支援

・放課後等デイサービス・放課後等デイサービス・放課後等デイサービス・放課後等デイサービス

・保育所等訪問支援・保育所等訪問支援・保育所等訪問支援・保育所等訪問支援

障害児入所支援障害児入所支援障害児入所支援障害児入所支援

・福祉型障害児入所施設・福祉型障害児入所施設・福祉型障害児入所施設・福祉型障害児入所施設

・医療型障害児入所施設・医療型障害児入所施設・医療型障害児入所施設・医療型障害児入所施設
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知的障害児通園施設知的障害児通園施設知的障害児通園施設知的障害児通園施設

難聴幼児通園施設難聴幼児通園施設難聴幼児通園施設難聴幼児通園施設

肢体不自由児通園施設（医）肢体不自由児通園施設（医）肢体不自由児通園施設（医）肢体不自由児通園施設（医）

知的障害児施設知的障害児施設知的障害児施設知的障害児施設

第一種自閉症児施設（医）第一種自閉症児施設（医）第一種自閉症児施設（医）第一種自閉症児施設（医）

第二種自閉症児施設第二種自閉症児施設第二種自閉症児施設第二種自閉症児施設

盲児施設盲児施設盲児施設盲児施設

ろうあ児施設ろうあ児施設ろうあ児施設ろうあ児施設

肢体不自由児施設（医）肢体不自由児施設（医）肢体不自由児施設（医）肢体不自由児施設（医）

肢体不自由児療護施設肢体不自由児療護施設肢体不自由児療護施設肢体不自由児療護施設

重症心身障害児施設（医）重症心身障害児施設（医）重症心身障害児施設（医）重症心身障害児施設（医）

＜＜＜＜＜＜＜＜障害者自立支援法障害者自立支援法障害者自立支援法障害者自立支援法＞＞＞＞＞＞＞＞

＜＜＜＜＜＜＜＜児童福祉法児童福祉法児童福祉法児童福祉法＞＞＞＞＞＞＞＞

（医）とあるのは医療の提供を（医）とあるのは医療の提供を（医）とあるのは医療の提供を（医）とあるのは医療の提供を行っているもの行っているもの行っているもの行っているもの

＜＜＜＜＜＜＜＜児童福祉法児童福祉法児童福祉法児童福祉法＞＞＞＞＞＞＞＞

○○○○ 障害児支援の強化を図るため、現行の障害種別ごとに分かれた施設体系について、通所・障害児支援の強化を図るため、現行の障害種別ごとに分かれた施設体系について、通所・障害児支援の強化を図るため、現行の障害種別ごとに分かれた施設体系について、通所・障害児支援の強化を図るため、現行の障害種別ごとに分かれた施設体系について、通所・入所入所入所入所

の利用形態の利用形態の利用形態の利用形態の別により一元化。の別により一元化。の別により一元化。の別により一元化。

【【【【市町村市町村市町村市町村】】】】 【【【【市町村市町村市町村市町村】】】】

【【【【都道府県都道府県都道府県都道府県】】】】

【【【【都道府県都道府県都道府県都道府県】】】】



児童発達支援の概要児童発達支援の概要児童発達支援の概要児童発達支援の概要

１．各障害別から３障害対応１．各障害別から３障害対応１．各障害別から３障害対応１．各障害別から３障害対応

・身体に障害のある児童、知的障害のある児童又は精神に障害のある児童・身体に障害のある児童、知的障害のある児童又は精神に障害のある児童・身体に障害のある児童、知的障害のある児童又は精神に障害のある児童・身体に障害のある児童、知的障害のある児童又は精神に障害のある児童（発達障害児を含む）（発達障害児を含む）（発達障害児を含む）（発達障害児を含む）

＊＊＊＊手帳の有無は問わず、児童相談所、市町村保健センター、医師等により療育の必要性が認められた児童も対象手帳の有無は問わず、児童相談所、市町村保健センター、医師等により療育の必要性が認められた児童も対象手帳の有無は問わず、児童相談所、市町村保健センター、医師等により療育の必要性が認められた児童も対象手帳の有無は問わず、児童相談所、市町村保健センター、医師等により療育の必要性が認められた児童も対象

・障害特性へのきめ細かい配慮を行いつつ、様々な障害を受け入れ通所支援を提供・障害特性へのきめ細かい配慮を行いつつ、様々な障害を受け入れ通所支援を提供・障害特性へのきめ細かい配慮を行いつつ、様々な障害を受け入れ通所支援を提供・障害特性へのきめ細かい配慮を行いつつ、様々な障害を受け入れ通所支援を提供

＊＊＊＊３障害対応を原則とするが、障害の特性に応じた支援の提供も可能３障害対応を原則とするが、障害の特性に応じた支援の提供も可能３障害対応を原則とするが、障害の特性に応じた支援の提供も可能３障害対応を原則とするが、障害の特性に応じた支援の提供も可能

３．小規模ニーズへの対応３．小規模ニーズへの対応３．小規模ニーズへの対応３．小規模ニーズへの対応

２．地域支援体制の強化２．地域支援体制の強化２．地域支援体制の強化２．地域支援体制の強化

利用定員を１０人以上利用定員を１０人以上利用定員を１０人以上利用定員を１０人以上 （＊重症心身障害児（者）通園事業からの移行の児童発達支援事業の場合は５人以上）（＊重症心身障害児（者）通園事業からの移行の児童発達支援事業の場合は５人以上）（＊重症心身障害児（者）通園事業からの移行の児童発達支援事業の場合は５人以上）（＊重症心身障害児（者）通園事業からの移行の児童発達支援事業の場合は５人以上）

○○○○ 従来の各障害別に分かれていた障害児通園施設・事業については、「児童発達支援」に従来の各障害別に分かれていた障害児通園施設・事業については、「児童発達支援」に従来の各障害別に分かれていた障害児通園施設・事業については、「児童発達支援」に従来の各障害別に分かれていた障害児通園施設・事業については、「児童発達支援」に一元化一元化一元化一元化

しししし、、、、様々な様々な様々な様々な障害があっても身近な地域で適切な支援が受けられるようにする。障害があっても身近な地域で適切な支援が受けられるようにする。障害があっても身近な地域で適切な支援が受けられるようにする。障害があっても身近な地域で適切な支援が受けられるようにする。

○○○○ 児童発達支援には、従来の事業形態等を踏まえて、①児童福祉施設として位置づけられる児童発達支援には、従来の事業形態等を踏まえて、①児童福祉施設として位置づけられる児童発達支援には、従来の事業形態等を踏まえて、①児童福祉施設として位置づけられる児童発達支援には、従来の事業形態等を踏まえて、①児童福祉施設として位置づけられる児児児児

童童童童発達発達発達発達支援支援支援支援センター、②その他の児童発達支援事業の２類型。センター、②その他の児童発達支援事業の２類型。センター、②その他の児童発達支援事業の２類型。センター、②その他の児童発達支援事業の２類型。

◆◆◆◆ 通所支援のほか、身近な地域の障害児支援の通所支援のほか、身近な地域の障害児支援の通所支援のほか、身近な地域の障害児支援の通所支援のほか、身近な地域の障害児支援の拠点拠点拠点拠点

としてとしてとしてとして、、、、

①①①①地域にいる障害児や家族への支援、地域にいる障害児や家族への支援、地域にいる障害児や家族への支援、地域にいる障害児や家族への支援、

②②②②地域の障害児を預かる施設に対する支援を地域の障害児を預かる施設に対する支援を地域の障害児を預かる施設に対する支援を地域の障害児を預かる施設に対する支援を実施す実施す実施す実施す

るるるるなどの地域支援を実施などの地域支援を実施などの地域支援を実施などの地域支援を実施

◆◆◆◆ 関係機関等と連携を図りながら重層的な支援を関係機関等と連携を図りながら重層的な支援を関係機関等と連携を図りながら重層的な支援を関係機関等と連携を図りながら重層的な支援を提提提提

供すると供すると供すると供するとともに、児童発達支援事業との支援ともに、児童発達支援事業との支援ともに、児童発達支援事業との支援ともに、児童発達支援事業との支援ネットネットネットネット

ワークワークワークワークをををを形成形成形成形成するなど、地域支援体制を強化するなど、地域支援体制を強化するなど、地域支援体制を強化するなど、地域支援体制を強化

◇◇◇◇ 専ら通所利用の障害児に対する支援を行う専ら通所利用の障害児に対する支援を行う専ら通所利用の障害児に対する支援を行う専ら通所利用の障害児に対する支援を行う身身身身

近近近近なななな療育療育療育療育の場として位置づけの場として位置づけの場として位置づけの場として位置づけ

◇◇◇◇ 児童発達支援センターよりも緩やかな実施児童発達支援センターよりも緩やかな実施児童発達支援センターよりも緩やかな実施児童発達支援センターよりも緩やかな実施基準基準基準基準

ととととしししし、児童、児童、児童、児童発達支援事業の設置を促進発達支援事業の設置を促進発達支援事業の設置を促進発達支援事業の設置を促進

◇◇◇◇ 児童発達支援センターとの支援児童発達支援センターとの支援児童発達支援センターとの支援児童発達支援センターとの支援ネットワークネットワークネットワークネットワーク

より地域より地域より地域より地域をカバー（児童発達支援センターからをカバー（児童発達支援センターからをカバー（児童発達支援センターからをカバー（児童発達支援センターからのののの

支援支援支援支援等に等に等に等によよよよ り質も向上）り質も向上）り質も向上）り質も向上）

（１）児童発達支援センター（１）児童発達支援センター（１）児童発達支援センター（１）児童発達支援センター （２）児童発達支援事業（２）児童発達支援事業（２）児童発達支援事業（２）児童発達支援事業



児童発達支援児童発達支援児童発達支援児童発達支援

■ 基本報酬

■■■■ 児童発達支援児童発達支援児童発達支援児童発達支援センターセンターセンターセンター（（（（利用定員利用定員利用定員利用定員にににに応応応応じたじたじたじた単位単位単位単位をををを設定設定設定設定）））） ■■■■ 児童発達支援児童発達支援児童発達支援児童発達支援センターセンターセンターセンター以外以外以外以外（（（（利用定員利用定員利用定員利用定員にににに応応応応じたじたじたじた単位単位単位単位をををを設定設定設定設定））））

・難聴児・重症心身障害児以外 737～976単位 ・重症心身障害児以外 364～620単位

・難聴児 900～1,220単位 ・重症心身障害児 699～1,608単位

・重症心身障害児 798～1,152単位

■ 主な加算

児童指導員等配置加算児童指導員等配置加算児童指導員等配置加算児童指導員等配置加算（（（（６６６６～～～～１２１２１２１２単位単位単位単位））））

→ 児童指導員、保育士の有資格者等を配置した場

合に加算。

※児童発達支援センター及び主として重症心身障

害児を通わせる事業所を除く。

延長支援加算延長支援加算延長支援加算延長支援加算

障害児障害児障害児障害児（（（（重症心身障害児以外重症心身障害児以外重症心身障害児以外重症心身障害児以外のののの場合場合場合場合））））

（（（（61616161～～～～123123123123単位単位単位単位））））

重症心身障害児重症心身障害児重症心身障害児重症心身障害児のののの場合場合場合場合（（（（128128128128～～～～256256256256単位単位単位単位））））

→ 営業時間が8時間以上であり、営業時間

の前後の時間において支援を行った場合に

加算。

事業所内相談支援加算事業所内相談支援加算事業所内相談支援加算事業所内相談支援加算（（（（35353535単位単位単位単位））））

→ 事業所内での障害児とその家族等に対

する相談援助を行った場合に加算（月１回

を限度）。

○○○○対象者対象者対象者対象者

■ 療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未就学の障害児。

○○○○主な人員配置主な人員配置主な人員配置主な人員配置○○○○サービス内容サービス内容サービス内容サービス内容

■ 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団

生活への適応訓練、その他必要な支援を行う。

■■■■ 児童発達支援児童発達支援児童発達支援児童発達支援センターセンターセンターセンター

・児童指導員及び保育士 4:1以上

・児童指導員 1人以上

・保育士 1人以上

・児童発達支援管理責任者 1人以上

■■■■ 児童発達支援児童発達支援児童発達支援児童発達支援センターセンターセンターセンター以外以外以外以外

・指導員又は保育士 10:2以上

・児童発達支援管理責任者 1人以上

○○○○報酬報酬報酬報酬単価単価単価単価（平成（平成（平成（平成27年年年年4月～月～月～月～））））

○○○○事業所数事業所数事業所数事業所数 3,133（国保連平成27年２月実績） ○○○○利用者数利用者数利用者数利用者数 74,188（国保連平成27年２月実績）



医療型児童発達支援医療型児童発達支援医療型児童発達支援医療型児童発達支援

■ 基本報酬

■■■■ 医療型児童発達支援医療型児童発達支援医療型児童発達支援医療型児童発達支援センターセンターセンターセンター ■■■■ 指定指定指定指定発達支援発達支援発達支援発達支援医療機関医療機関医療機関医療機関

・肢体不自由児 333単位 ・肢体不自由児 333単位

・重症心身障害児 445単位 ・重症心身障害児 445単位

■ 主な加算

保育職員加配加算保育職員加配加算保育職員加配加算保育職員加配加算（（（（50505050単位単位単位単位））））

→ 定員21人以上の医療型児童発達支援事業所にお

いて、児童指導員又は保育士を加配した場合に加算。

延長支援加算延長支援加算延長支援加算延長支援加算

障害児障害児障害児障害児（（（（重症心身障害児以外重症心身障害児以外重症心身障害児以外重症心身障害児以外のののの場合場合場合場合））））

（（（（61616161～～～～123123123123単位単位単位単位））））

重症心身障害児重症心身障害児重症心身障害児重症心身障害児のののの場合場合場合場合（（（（128128128128～～～～256256256256単位単位単位単位））））

→ 営業時間が8時間以上であり、営業時間

の前後の時間において支援を行った場合に

加算。

事業所内相談支援加算事業所内相談支援加算事業所内相談支援加算事業所内相談支援加算（（（（35353535単位単位単位単位））））

→ 事業所内での障害児とその家族等に対

する相談援助を行った場合に加算（月１回

を限度）。

○○○○対象者対象者対象者対象者

■ 肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医学的管理下での支援が必要と認められた障害児。

○○○○主な人員配置主な人員配置主な人員配置主な人員配置○○○○サービス内容サービス内容サービス内容サービス内容

■ 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団

生活への適応訓練、その他必要な支援及び治療を行う。

■ 児童指導員 1人以上

■ 保育士 1人以上

■ 看護師 １人以上

■ 理学療法士又は作業療法士 １人以上

■ 児童発達支援管理責任者 1人以上

○○○○報酬報酬報酬報酬単価単価単価単価（平成（平成（平成（平成27年年年年4月～月～月～月～））））

○○○○事業所数事業所数事業所数事業所数 101（国保連平成27年２月実績） ○○○○利用者数利用者数利用者数利用者数 2,588（国保連平成27年２月実績）



放課後等デイサービスの概要放課後等デイサービスの概要放課後等デイサービスの概要放課後等デイサービスの概要

○○○○事業の概要事業の概要事業の概要事業の概要

・・・・ 学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力能力能力能力

向上のため向上のため向上のため向上のための訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって障害児のの訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって障害児のの訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって障害児のの訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって障害児の自自自自

立立立立を促進するを促進するを促進するを促進するとともとともとともとともに、放課後等の居場所づくりを推進。に、放課後等の居場所づくりを推進。に、放課後等の居場所づくりを推進。に、放課後等の居場所づくりを推進。

○○○○対象児童対象児童対象児童対象児童

学校教育法に規定する学校（幼稚園、大学を除く）に就学している障害児学校教育法に規定する学校（幼稚園、大学を除く）に就学している障害児学校教育法に規定する学校（幼稚園、大学を除く）に就学している障害児学校教育法に規定する学校（幼稚園、大学を除く）に就学している障害児

（＊引き続き、放課後等デイサービスを受けなければその福祉を損なうおそれが（＊引き続き、放課後等デイサービスを受けなければその福祉を損なうおそれが（＊引き続き、放課後等デイサービスを受けなければその福祉を損なうおそれが（＊引き続き、放課後等デイサービスを受けなければその福祉を損なうおそれが

あると認めるときは満２０歳に達するまで利用することが可能）あると認めるときは満２０歳に達するまで利用することが可能）あると認めるときは満２０歳に達するまで利用することが可能）あると認めるときは満２０歳に達するまで利用することが可能）

○○○○利用定員利用定員利用定員利用定員

１０人以上１０人以上１０人以上１０人以上※※※※児童デイサービスからの移行を考慮児童デイサービスからの移行を考慮児童デイサービスからの移行を考慮児童デイサービスからの移行を考慮
放課後等デイサービス放課後等デイサービス放課後等デイサービス放課後等デイサービス

事業所事業所事業所事業所

Ｃ中学校Ｃ中学校Ｃ中学校Ｃ中学校

Ｂ小学校Ｂ小学校Ｂ小学校Ｂ小学校

◆◆◆◆ 学校授業終了後又は休業日において、学校授業終了後又は休業日において、学校授業終了後又は休業日において、学校授業終了後又は休業日において、生生生生

活能力活能力活能力活能力の向上のために必要な訓練、の向上のために必要な訓練、の向上のために必要な訓練、の向上のために必要な訓練、社会社会社会社会

ととととのののの交流交流交流交流の促進等の促進等の促進等の促進等

①自立した日常生活を営むために必要な訓練①自立した日常生活を営むために必要な訓練①自立した日常生活を営むために必要な訓練①自立した日常生活を営むために必要な訓練

②創作的活動、作業活動②創作的活動、作業活動②創作的活動、作業活動②創作的活動、作業活動

③地域交流の機会の提供③地域交流の機会の提供③地域交流の機会の提供③地域交流の機会の提供

④余暇の提供④余暇の提供④余暇の提供④余暇の提供

◆◆◆◆ 学校との連携・協働による支援（学校と放課後学校との連携・協働による支援（学校と放課後学校との連携・協働による支援（学校と放課後学校との連携・協働による支援（学校と放課後

等デイサービスのサービスの一貫性）等デイサービスのサービスの一貫性）等デイサービスのサービスの一貫性）等デイサービスのサービスの一貫性）

○○○○提供するサービス提供するサービス提供するサービス提供するサービス

◎放課後利用◎放課後利用◎放課後利用◎放課後利用

◎夏休み等の長期休暇利用◎夏休み等の長期休暇利用◎夏休み等の長期休暇利用◎夏休み等の長期休暇利用

・・・・ 午前・午後クラスなど、プロ午前・午後クラスなど、プロ午前・午後クラスなど、プロ午前・午後クラスなど、プロ

グラムの工夫グラムの工夫グラムの工夫グラムの工夫

◎学校と事業所間の送迎◎学校と事業所間の送迎◎学校と事業所間の送迎◎学校と事業所間の送迎

Ｄ特別支援学校Ｄ特別支援学校Ｄ特別支援学校Ｄ特別支援学校

Ａ特別支援学校Ａ特別支援学校Ａ特別支援学校Ａ特別支援学校



放課後等デイサービス放課後等デイサービス放課後等デイサービス放課後等デイサービス

■ 基本報酬

■■■■ 授業終了後授業終了後授業終了後授業終了後（（（（利用定員利用定員利用定員利用定員にににに応応応応じたじたじたじた単位単位単位単位をををを設定設定設定設定）））） ■■■■ 休業日休業日休業日休業日（（（（利用定員利用定員利用定員利用定員にににに応応応応じたじたじたじた単位単位単位単位をををを設定設定設定設定））））

・重症心身障害児以外 276～473単位 ・重症心身障害児以外 359～611単位

・重症心身障害児 577～1,329単位 ・重症心身障害児 699～1,608単位

■ 主な加算

児童指導員等配置加算児童指導員等配置加算児童指導員等配置加算児童指導員等配置加算

授業終了後授業終了後授業終了後授業終了後にににに行行行行うううう場合場合場合場合（（（（4444～～～～9999単位単位単位単位））））

休業日休業日休業日休業日にににに行行行行うううう場合場合場合場合（（（（6666～～～～12121212単位単位単位単位））））

→ 児童指導員、保育士の有資格者等を配置した場

合に加算。

※主として重症心身障害児を通わせる事業所を除

く。

延長支援加算延長支援加算延長支援加算延長支援加算

障害児障害児障害児障害児（（（（重症心身障害児以外重症心身障害児以外重症心身障害児以外重症心身障害児以外のののの場合場合場合場合））））

（（（（61616161～～～～123123123123単位単位単位単位））））

重症心身障害児重症心身障害児重症心身障害児重症心身障害児のののの場合場合場合場合（（（（128128128128～～～～256256256256単位単位単位単位））））

→ 営業時間が8時間以上であり、営業時間

の前後の時間において支援を行った場合に

加算。

事業所内相談支援加算事業所内相談支援加算事業所内相談支援加算事業所内相談支援加算（（（（35353535単位単位単位単位））））

→ 事業所内での障害児とその家族等に対

する相談援助を行った場合に加算（月１回

を限度）。

○○○○対象者対象者対象者対象者

■ 学校教育法第1条に規定している学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学しており、授業の終了後又は休業日に支援が必要と認められた障害児。

○○○○主な人員配置主な人員配置主な人員配置主な人員配置○○○○サービス内容サービス内容サービス内容サービス内容

■ 授業の終了後又は学校の休業日に、児童発達支援センター等の

施設に通わせ、生活能力向上のために必要な訓練、社会との交流の

促進その他必要な支援を行う。

■ 指導員又は保育士 10:2以上

■ 児童発達支援管理責任者 1人以上

■ 管理者

○報酬単価（平成○報酬単価（平成○報酬単価（平成○報酬単価（平成27年年年年4月～）月～）月～）月～）

○○○○事業所数事業所数事業所数事業所数 5,653 （国保連平成27年２月実績） ○○○○利用者数利用者数利用者数利用者数 92,323（国保連平成27年２月実績）



・・・・ 保育所、幼稚園、認定こども保育所、幼稚園、認定こども保育所、幼稚園、認定こども保育所、幼稚園、認定こども園園園園

・・・・ 小学校、特別支援小学校、特別支援小学校、特別支援小学校、特別支援学校学校学校学校

・・・・ その他児童が集団生活を営む施その他児童が集団生活を営む施その他児童が集団生活を営む施その他児童が集団生活を営む施

設設設設ととととししししてててて、、、、地地地地方方方方自自自自治治治治体体体体がががが認認認認めめめめたたたたもももものののの

保育所等訪問支援の概要保育所等訪問支援の概要保育所等訪問支援の概要保育所等訪問支援の概要

○○○○事業の概要事業の概要事業の概要事業の概要

・・・・ 保育所等を現在利用中の障害児、又は今後利用する予定の障害児が、保育所等保育所等を現在利用中の障害児、又は今後利用する予定の障害児が、保育所等保育所等を現在利用中の障害児、又は今後利用する予定の障害児が、保育所等保育所等を現在利用中の障害児、又は今後利用する予定の障害児が、保育所等にににに

おける集団おける集団おける集団おける集団生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に、訪問支援を生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に、訪問支援を生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に、訪問支援を生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に、訪問支援を実施実施実施実施

するするするすることにより、保育所等の安定した利用を促進。ことにより、保育所等の安定した利用を促進。ことにより、保育所等の安定した利用を促進。ことにより、保育所等の安定した利用を促進。

○○○○対象児童対象児童対象児童対象児童

Ａ保育所Ａ保育所Ａ保育所Ａ保育所

Ａ幼稚園Ａ幼稚園Ａ幼稚園Ａ幼稚園

Ｂ幼稚園Ｂ幼稚園Ｂ幼稚園Ｂ幼稚園 Ｂ保育所Ｂ保育所Ｂ保育所Ｂ保育所

児童児童児童児童発達支援発達支援発達支援発達支援センターセンターセンターセンター

事業事業事業事業

保育所等訪問支援保育所等訪問支援保育所等訪問支援保育所等訪問支援集団生活への集団生活への集団生活への集団生活への適応支援適応支援適応支援適応支援

集団生活への集団生活への集団生活への集団生活への適応支援適応支援適応支援適応支援
集団生活への集団生活への集団生活への集団生活への適応支援適応支援適応支援適応支援

集団生活への集団生活への集団生活への集団生活への適応支援適応支援適応支援適応支援 ○○○○訪問先の範囲訪問先の範囲訪問先の範囲訪問先の範囲

◆◆◆◆ 障害児が集団生活を営む施設を訪問し、当該施設における障害児以外の児童との集団生活への適応のため障害児が集団生活を営む施設を訪問し、当該施設における障害児以外の児童との集団生活への適応のため障害児が集団生活を営む施設を訪問し、当該施設における障害児以外の児童との集団生活への適応のため障害児が集団生活を営む施設を訪問し、当該施設における障害児以外の児童との集団生活への適応のためのののの

専門的な支援専門的な支援専門的な支援専門的な支援等等等等 ①①①①障害児本人に対する支援（集団生活適応のための訓練等）障害児本人に対する支援（集団生活適応のための訓練等）障害児本人に対する支援（集団生活適応のための訓練等）障害児本人に対する支援（集団生活適応のための訓練等）

②②②②訪問先施設のスタッフに対する支援（支援方法等の指導等）訪問先施設のスタッフに対する支援（支援方法等の指導等）訪問先施設のスタッフに対する支援（支援方法等の指導等）訪問先施設のスタッフに対する支援（支援方法等の指導等）

◆◆◆◆ 支援は２週に１回程度を目安。障害児の状況、時期によって頻度は変化。支援は２週に１回程度を目安。障害児の状況、時期によって頻度は変化。支援は２週に１回程度を目安。障害児の状況、時期によって頻度は変化。支援は２週に１回程度を目安。障害児の状況、時期によって頻度は変化。

◆◆◆◆ 訪問支援員は、障害児施設で障害児に対する指導経験のある児童指導員・保育士（障害の特性に応じ訪問支援員は、障害児施設で障害児に対する指導経験のある児童指導員・保育士（障害の特性に応じ訪問支援員は、障害児施設で障害児に対する指導経験のある児童指導員・保育士（障害の特性に応じ訪問支援員は、障害児施設で障害児に対する指導経験のある児童指導員・保育士（障害の特性に応じ専門的専門的専門的専門的

なななな支援支援支援支援が必要が必要が必要が必要な場合は、専門職）を想定。な場合は、専門職）を想定。な場合は、専門職）を想定。な場合は、専門職）を想定。

○○○○提供するサービス提供するサービス提供するサービス提供するサービス

個別給付の個別給付の個別給付の個別給付のためためためため障害受障害受障害受障害受容容容容が必要が必要が必要が必要 相談支援事業や、スタッフ支援を行う障害児等療相談支援事業や、スタッフ支援を行う障害児等療相談支援事業や、スタッフ支援を行う障害児等療相談支援事業や、スタッフ支援を行う障害児等療育支援事業等の役割が重要育支援事業等の役割が重要育支援事業等の役割が重要育支援事業等の役割が重要保育所保育所保育所保育所や、児童が集団生活を営む施設に通うや、児童が集団生活を営む施設に通うや、児童が集団生活を営む施設に通うや、児童が集団生活を営む施設に通う障害児障害児障害児障害児＊＊＊＊「集団生活への適応度」から支援の必要性を判断「集団生活への適応度」から支援の必要性を判断「集団生活への適応度」から支援の必要性を判断「集団生活への適応度」から支援の必要性を判断＊＊＊＊発達障害児、その他の気になる児童を対象発達障害児、その他の気になる児童を対象発達障害児、その他の気になる児童を対象発達障害児、その他の気になる児童を対象



保育所等訪問支援保育所等訪問支援保育所等訪問支援保育所等訪問支援

■ 基本報酬

916単位

■ 主な加算

訪問支援員特別加算訪問支援員特別加算訪問支援員特別加算訪問支援員特別加算（（（（375375375375単位単位単位単位））））

→ 作業療法士や理学療法士、保育士等の専門性の高い職員を配置し

た場合に加算。

利用者負担上限額管理加算利用者負担上限額管理加算利用者負担上限額管理加算利用者負担上限額管理加算（（（（150150150150単位単位単位単位））））

→ 事業所が利用者負担額合計額の管理を行った場合に加算。

○○○○対象者対象者対象者対象者

■ 保育所、幼稚園、小学校、特別支援学校、認定こども園その他児童が集団生活を営む施設に通う障害児であって、当該施設を訪問し、専門的な

支援が必要と認められた障害児。

○○○○人員配置人員配置人員配置人員配置○○○○サービス内容サービス内容サービス内容サービス内容

■ 保育所等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童との集団

生活への適応のための専門的な支援その他必要な支援を行う。

■ 訪問支援員

■ 児童発達支援管理責任者 1人以上

■ 管理者

○報酬単価（平成○報酬単価（平成○報酬単価（平成○報酬単価（平成27年年年年4月～）月～）月～）月～）

○○○○事業所数事業所数事業所数事業所数 326（国保連平成27年２月実績） ○○○○利用者数利用者数利用者数利用者数 1,954（国保連平成27年２月実績）



障害児入所支援の概要障害児入所支援の概要障害児入所支援の概要障害児入所支援の概要

・ 身体に障害のある児童、知的障害のある児童又は精神に障害のある児童（発達障害児を含む）

＊手帳の有無は問わず、児童相談所、医師等により療育の必要性が認められた児童も対象

＊３障害対応を原則とするが、障害の特性に応じた支援の提供も可能（ただし、医療型の対象は、知的障害児、肢体不自由児、重症心身障害児）

○ 従来の各障害別に分かれていた障害児入所施設については、「障害児入所施設」として一元化

し、重複障害等への対応の強化を図るとともに、自立に向けた計画的な支援を提供。

○ 障害児入所施設には、従来の事業形態等を踏まえて、①福祉型障害児入所施設、②医療を併

せて提供する医療型障害児入所施設の２類型。

１．各障害別から３障害対応１．各障害別から３障害対応１．各障害別から３障害対応１．各障害別から３障害対応

２．様々な障害や重複障害等への対応２．様々な障害や重複障害等への対応２．様々な障害や重複障害等への対応２．様々な障害や重複障害等への対応

◆ 従来の障害種別の施設と同等の支援を確保するとともに、主たる対象とする障害以外の障害を受け入れた

場合に、その障害に応じた適切な支援を提供（医療型は、このほか医療を提供）

◆ １８歳以上の障害児施設入所者は、障害者施策（障害者総合支援法の障害福祉サービス）で対応することと

なることを 踏まえ、自立（地域生活への移行等）を目指した支援を提供。

＊重症心身障害児施設は、重症心身障害の特性を踏まえ児者一貫した支援の継続が可能

福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設

３．１８歳以上の障害児施設入所者への対応３．１８歳以上の障害児施設入所者への対応３．１８歳以上の障害児施設入所者への対応３．１８歳以上の障害児施設入所者への対応

・ 障害者総合支援法の障害福祉サービスにより年齢に応じた適切な支援を提供。

＊障害福祉サービスの指定を受ける。現に入所していた者が退所させられないようにするため、指定に当たっての特例措

置を講ずる。

＊ただし、引き続き、入所支援を受けなければその福祉を損なうおそれがあると認めるときは、満２０歳に達するまで利用

することが可能。



○○○○ 福祉型障害児入所施設について福祉型障害児入所施設について福祉型障害児入所施設について福祉型障害児入所施設について

障害児入所障害児入所障害児入所障害児入所

施設施設施設施設

・福祉型・福祉型・福祉型・福祉型

１８歳（２０１８歳（２０１８歳（２０１８歳（２０

歳歳歳歳※※※※）以上）以上）以上）以上

の入所者の入所者の入所者の入所者

児児児児

童童童童

福福福福

祉祉祉祉

法法法法

障障障障

害害害害

者者者者

自自自自

立立立立

支支支支

援援援援

法法法法

障害の程度障害の程度障害の程度障害の程度軽軽軽軽 重重重重

《《《《法律上法律上法律上法律上》》》》保護、日常生活の指導、知識技能の付保護、日常生活の指導、知識技能の付保護、日常生活の指導、知識技能の付保護、日常生活の指導、知識技能の付与与与与

専門機能の強化専門機能の強化専門機能の強化専門機能の強化

・知的障害、盲ろうあ、・知的障害、盲ろうあ、・知的障害、盲ろうあ、・知的障害、盲ろうあ、

肢体不自由など、障肢体不自由など、障肢体不自由など、障肢体不自由など、障

害の特性に応じて提害の特性に応じて提害の特性に応じて提害の特性に応じて提

供供供供

・重度・重複障害児、被虐・重度・重複障害児、被虐・重度・重複障害児、被虐・重度・重複障害児、被虐

待児等への対応待児等への対応待児等への対応待児等への対応

自立（地域生活自立（地域生活自立（地域生活自立（地域生活

移行）のための支援移行）のための支援移行）のための支援移行）のための支援

〔〔〔〔例例例例〕〕〕〕

知的障害児知的障害児知的障害児知的障害児

施設施設施設施設

盲ろうあ児盲ろうあ児盲ろうあ児盲ろうあ児

施設施設施設施設

肢体不自由児肢体不自由児肢体不自由児肢体不自由児

療護施設療護施設療護施設療護施設

※※※※保護を目的と保護を目的と保護を目的と保護を目的としししし
たたたたサービスサービスサービスサービス

※※※※昼夜分離せず昼夜分離せず昼夜分離せず昼夜分離せず
施設内完結型施設内完結型施設内完結型施設内完結型
サービスサービスサービスサービス

※※※※年齢の区分が年齢の区分が年齢の区分が年齢の区分が
曖昧曖昧曖昧曖昧なサービスなサービスなサービスなサービス

【【【【見直し前見直し前見直し前見直し前】】】】 【【【【２４年４月２４年４月２４年４月２４年４月】】】】

児児児児

童童童童

福福福福

祉祉祉祉

法法法法

○障害者施策による対応○障害者施策による対応○障害者施策による対応○障害者施策による対応

昼夜分離したサービス昼夜分離したサービス昼夜分離したサービス昼夜分離したサービス

障害者施策障害者施策障害者施策障害者施策にににに繋繋繋繋ぐぐぐぐ支援支援支援支援

福祉型障害児入所施設は、重度・重複化への対応や障害者施策に福祉型障害児入所施設は、重度・重複化への対応や障害者施策に福祉型障害児入所施設は、重度・重複化への対応や障害者施策に福祉型障害児入所施設は、重度・重複化への対応や障害者施策に繋ぐ繋ぐ繋ぐ繋ぐたたたためめめめのののの自自自自立立立立支支支支援援援援のののの機機機機能能能能をををを強強強強化化化化すすすするるるるなななな

ど、支援目ど、支援目ど、支援目ど、支援目標標標標をををを明明明明確化し、確化し、確化し、確化し、個個個個別支援別支援別支援別支援計画計画計画計画を踏まえた支援の提供を目を踏まえた支援の提供を目を踏まえた支援の提供を目を踏まえた支援の提供を目指指指指す。す。す。す。

－支援目標を明確化－－支援目標を明確化－－支援目標を明確化－－支援目標を明確化－個別支援計画の作成個別支援計画の作成個別支援計画の作成個別支援計画の作成 年年年年齢齢齢齢

居住環境の整備居住環境の整備居住環境の整備居住環境の整備

法法法法

（（（（※※※※）支援がなければ福祉を損なうおそれがあると認められるとき）支援がなければ福祉を損なうおそれがあると認められるとき）支援がなければ福祉を損なうおそれがあると認められるとき）支援がなければ福祉を損なうおそれがあると認められるとき
施設施設施設施設入入入入所支援所支援所支援所支援

生活生活生活生活介介介介護等護等護等護等

地域生活地域生活地域生活地域生活移移移移行行行行

グルグルグルグルーーーープホプホプホプホーーーームムムム・・・・

ケケケケアアアアホホホホーーーームムムムの利の利の利の利

用用用用



福祉型障害児入所施設福祉型障害児入所施設福祉型障害児入所施設福祉型障害児入所施設

■ 基本報酬

■■■■ 主主主主としてとしてとしてとして知的障害児知的障害児知的障害児知的障害児をををを入所入所入所入所させるさせるさせるさせる施設施設施設施設（（（（利用定員利用定員利用定員利用定員にににに応応応応じたじたじたじた単位単位単位単位をををを設定設定設定設定）））） 435435435435～～～～740740740740単位単位単位単位

■■■■ 主主主主としてとしてとしてとして自閉症児自閉症児自閉症児自閉症児をををを入所入所入所入所させるさせるさせるさせる施設施設施設施設（（（（利用定員利用定員利用定員利用定員にににに応応応応じたじたじたじた単位単位単位単位をををを設定設定設定設定）））） 571571571571～～～～735735735735単位単位単位単位

■■■■ 主主主主としてとしてとしてとして盲児盲児盲児盲児をををを入所入所入所入所させるさせるさせるさせる施設施設施設施設（（（（利用定員利用定員利用定員利用定員にににに応応応応じたじたじたじた単位単位単位単位をををを設定設定設定設定）））） 419419419419～～～～679679679679単位単位単位単位

■■■■ 主主主主としてろうあとしてろうあとしてろうあとしてろうあ児児児児をををを入所入所入所入所させるさせるさせるさせる施設施設施設施設（（（（利用定員利用定員利用定員利用定員にににに応応応応じたじたじたじた単位単位単位単位をををを設定設定設定設定）））） 418418418418～～～～675675675675単位単位単位単位

■■■■ 主主主主としてとしてとしてとして肢体不自由児肢体不自由児肢体不自由児肢体不自由児をををを入所入所入所入所させるさせるさせるさせる施設施設施設施設（（（（利用定員利用定員利用定員利用定員にににに応応応応じたじたじたじた単位単位単位単位をををを設定設定設定設定）））） 681681681681～～～～715715715715単位単位単位単位

■ 主な加算

児童発達支援管理責任者専任加算児童発達支援管理責任者専任加算児童発達支援管理責任者専任加算児童発達支援管理責任者専任加算（（（（7777～～～～148148148148単位単位単位単位））））

→ 児童発達支援管理責任者を専任で配置している

場合に加算。

小規模小規模小規模小規模グループケアグループケアグループケアグループケア加算加算加算加算（（（（240240240240単位単位単位単位））））

→ 障害児に対して、小規模なグループによ

るケアを行った場合に加算。

福祉専門職員配置等加算福祉専門職員配置等加算福祉専門職員配置等加算福祉専門職員配置等加算（（（（4444～～～～10101010単位単位単位単位））））

→ ①常勤の児童指導員等のうち、社会福

祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士の

資格保有状況に応じて加算、➁児童指導

員又は保育士等のうち、常勤職員が75%以

上又は勤続3年以上の常勤職員が30%以

上。

○○○○主な人員配置主な人員配置主な人員配置主な人員配置○○○○サービス内容サービス内容サービス内容サービス内容

■ 障害児入所施設に入所する障害児に対して、保護、日常生活の

指導及び知識技能の付与を行う。

■■■■ 児童指導員及児童指導員及児童指導員及児童指導員及びびびび保育士保育士保育士保育士

・主として知的障害児又は自閉症児を入所させる施設 4.3:1以上

・主として盲児又はろうあ児を入所させる施設

乳児又は幼児 4:1以上

少年 5:1以上

・主として肢体不自由児を入所させる施設 3.5:1以上

・児童指導員 1人以上

・保育士 1人以上

■■■■ 児童発達支援管理責任者児童発達支援管理責任者児童発達支援管理責任者児童発達支援管理責任者 1111人以上人以上人以上人以上

○報酬単価（平成○報酬単価（平成○報酬単価（平成○報酬単価（平成27年年年年4月～）月～）月～）月～）

○○○○事業所数事業所数事業所数事業所数 190（国保連平成27年２月実績） ○○○○利用者数利用者数利用者数利用者数 1,822（国保連平成27年２月実績）



障害児入所障害児入所障害児入所障害児入所

施設施設施設施設

・医療型・医療型・医療型・医療型

児児児児

童童童童

福福福福

祉祉祉祉

法法法法

障障障障

害害害害

者者者者

自自自自

立立立立

支支支支

援援援援

法法法法

《《《《法律上法律上法律上法律上》》》》保護、日常生活の指導、知識技能の付保護、日常生活の指導、知識技能の付保護、日常生活の指導、知識技能の付保護、日常生活の指導、知識技能の付与及び与及び与及び与及び治療治療治療治療

第第第第１種自１種自１種自１種自閉症閉症閉症閉症児児児児

施設施設施設施設

肢体不自由児肢体不自由児肢体不自由児肢体不自由児

施設施設施設施設

重重重重症症症症心身障害心身障害心身障害心身障害

児施設児施設児施設児施設

※※※※保護を目的とし保護を目的とし保護を目的とし保護を目的とし
たサービスたサービスたサービスたサービス

※※※※昼夜分離せず昼夜分離せず昼夜分離せず昼夜分離せず
施設内完結型施設内完結型施設内完結型施設内完結型
サービスサービスサービスサービス

※※※※年齢の区分が年齢の区分が年齢の区分が年齢の区分が
曖昧なサービス曖昧なサービス曖昧なサービス曖昧なサービス

【【【【見直し前見直し前見直し前見直し前】】】】

【【【【２４年４月２４年４月２４年４月２４年４月】】】】

児児児児

童童童童

福福福福

祉祉祉祉

法法法法

昼夜分離したサービス昼夜分離したサービス昼夜分離したサービス昼夜分離したサービス

医療型障害児入所施設に医療型障害児入所施設に医療型障害児入所施設に医療型障害児入所施設におおおおいては、専門医療と福祉が併せて提供されている現行の形態を踏まえ、専門性いては、専門医療と福祉が併せて提供されている現行の形態を踏まえ、専門性いては、専門医療と福祉が併せて提供されている現行の形態を踏まえ、専門性いては、専門医療と福祉が併せて提供されている現行の形態を踏まえ、専門性

をををを維持維持維持維持するか、又は複するか、又は複するか、又は複するか、又は複数数数数の機能を併せの機能を併せの機能を併せの機能を併せ持持持持つことも可。また、支援つことも可。また、支援つことも可。また、支援つことも可。また、支援内内内内容について、障害者施策に容について、障害者施策に容について、障害者施策に容について、障害者施策に繋げ繋げ繋げ繋げるるるる観点観点観点観点からからからから

見直見直見直見直 し、し、し、し、個個個個別支援別支援別支援別支援計画計画計画計画を踏まえた支援の提供を目を踏まえた支援の提供を目を踏まえた支援の提供を目を踏まえた支援の提供を目指指指指す。す。す。す。

自閉症児支援自閉症児支援自閉症児支援自閉症児支援 肢体不自由児支援肢体不自由児支援肢体不自由児支援肢体不自由児支援

重症心身障害児重症心身障害児重症心身障害児重症心身障害児

支援支援支援支援

○専門機能の強化○専門機能の強化○専門機能の強化○専門機能の強化

・自閉症、肢体不自由、重症心身障害など、障害の特性に応じて提供、・自閉症、肢体不自由、重症心身障害など、障害の特性に応じて提供、・自閉症、肢体不自由、重症心身障害など、障害の特性に応じて提供、・自閉症、肢体不自由、重症心身障害など、障害の特性に応じて提供、

重度・重複障害児等への対応重度・重複障害児等への対応重度・重複障害児等への対応重度・重複障害児等への対応

・専門医療の提供・専門医療の提供・専門医療の提供・専門医療の提供

施設施設施設施設入入入入所支援所支援所支援所支援

生活生活生活生活介介介介護等護等護等護等

・短期訓練・短期訓練・短期訓練・短期訓練

・強度行動障害へ・強度行動障害へ・強度行動障害へ・強度行動障害へ

の対応の対応の対応の対応

・母子入園（通園）・母子入園（通園）・母子入園（通園）・母子入園（通園）

・継続的な長期療育・継続的な長期療育・継続的な長期療育・継続的な長期療育

・できる限り日中活動・できる限り日中活動・できる限り日中活動・できる限り日中活動

サービス提供サービス提供サービス提供サービス提供

※※※※専門性を専門性を専門性を専門性を維持維持維持維持、又は、又は、又は、又は複数複数複数複数の機能をの機能をの機能をの機能を有有有有することもすることもすることもすることも可可可可

・精神科医療・精神科医療・精神科医療・精神科医療 ・リハビリ科医療・リハビリ科医療・リハビリ科医療・リハビリ科医療

個個個個別別別別支支支支援援援援計計計計画画画画のののの作作作作成成成成連連連連携携携携 医医医医
療療療療

機機機機

関関関関

個別支援計画の作成個別支援計画の作成個別支援計画の作成個別支援計画の作成
〔〔〔〔例例例例〕〕〕〕

療療療療養養養養

介介介介護護護護

○障害者○障害者○障害者○障害者施策による対応施策による対応施策による対応施策による対応
法法法法

（（（（※※※※）支援がなければ福祉を損なう）支援がなければ福祉を損なう）支援がなければ福祉を損なう）支援がなければ福祉を損なうおそれおそれおそれおそれがあると認められるときがあると認められるときがあると認められるときがあると認められるとき
１８歳（２０１８歳（２０１８歳（２０１８歳（２０

歳歳歳歳※※※※）以上）以上）以上）以上

の入所者の入所者の入所者の入所者

○障害者施策に繋ぐための支援○障害者施策に繋ぐための支援○障害者施策に繋ぐための支援○障害者施策に繋ぐための支援

児児児児

者者者者

一一一一

貫貫貫貫

しししし

たたたた

支支支支

援援援援

○○○○ 医療型障害児入所施設について医療型障害児入所施設について医療型障害児入所施設について医療型障害児入所施設について



医療型障害児入所施設医療型障害児入所施設医療型障害児入所施設医療型障害児入所施設

■ 基本報酬

■■■■ 主主主主としてとしてとしてとして自閉症児自閉症児自閉症児自閉症児をををを入所入所入所入所させるさせるさせるさせる施設施設施設施設 323323323323単位単位単位単位（（（（有期有目的有期有目的有期有目的有期有目的のののの支援支援支援支援をををを行行行行うううう場合場合場合場合（（（（入所日数入所日数入所日数入所日数にににに応応応応じたじたじたじた単位単位単位単位をををを設定設定設定設定）））） 291291291291～～～～355355355355単位単位単位単位））））

■■■■ 主主主主としてとしてとしてとして肢体不自由児肢体不自由児肢体不自由児肢体不自由児をををを入所入所入所入所させるさせるさせるさせる施設施設施設施設 148148148148単位単位単位単位（（（（有期有目的有期有目的有期有目的有期有目的のののの支援支援支援支援をををを行行行行うううう場合場合場合場合（（（（入所日数入所日数入所日数入所日数にににに応応応応じたじたじたじた単位単位単位単位をををを設定設定設定設定）））） 133133133133～～～～163163163163単位単位単位単位））））

■■■■ 主主主主としてとしてとしてとして重症心身児重症心身児重症心身児重症心身児をををを入所入所入所入所させるさせるさせるさせる施設施設施設施設 880880880880単位単位単位単位（（（（有期有目的有期有目的有期有目的有期有目的のののの支援支援支援支援をををを行行行行うううう場合場合場合場合（（（（入所日数入所日数入所日数入所日数にににに応応応応じたじたじたじた単位単位単位単位をををを設定設定設定設定）））） 792792792792～～～～968968968968単位単位単位単位））））

■ 主な加算

心理担当職員配置加算心理担当職員配置加算心理担当職員配置加算心理担当職員配置加算（（（（26262626単位単位単位単位））））

→ 心理担当職員を配置している場合に加算。

※主として重症心身障害児を入所させる施設及び

指定発達支援医療機関を除く。

小規模小規模小規模小規模グループケアグループケアグループケアグループケア加算加算加算加算（（（（240240240240単位単位単位単位））））

→ 障害児に対して、小規模なグループによ

るケアを行った場合に加算。

福祉専門職員配置等加算福祉専門職員配置等加算福祉専門職員配置等加算福祉専門職員配置等加算（（（（4444～～～～10101010単位単位単位単位））））

→ ①常勤の児童指導員等のうち、社会福

祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士の

資格保有状況に応じて加算、➁児童指導

員又は保育士等のうち、常勤職員が75%以

上又は勤続3年以上の常勤職員が30%以

上。

○○○○主な人員配置主な人員配置主な人員配置主な人員配置○○○○サービス内容サービス内容サービス内容サービス内容

■ 障害児入所施設又は指定医療機関に入所等をする障害児にたいし

て、保護、日常生活指導及び知識技能の付与並びに治療を行う。

■■■■ 児童指導員及児童指導員及児童指導員及児童指導員及びびびび保育士保育士保育士保育士

・主として自閉症児を入所させる施設 6.7:1以上

・主として肢体不自由児を入所させる施設

乳児又は幼児 10:1以上

少年 20:1以上

・児童指導員 1人以上

・保育士 1人以上

■■■■ 児童発達支援管理責任者児童発達支援管理責任者児童発達支援管理責任者児童発達支援管理責任者 1111人以上人以上人以上人以上

○報酬単価（平成○報酬単価（平成○報酬単価（平成○報酬単価（平成27年年年年4月～）月～）月～）月～）

○○○○事業所数事業所数事業所数事業所数 185（国保連平成27年２月実績） ○○○○利用者数利用者数利用者数利用者数 2,145（国保連平成27年２月実績）



（注）利用者数及び施設・事業所数は平成27年3月現在の国保連データ。※通所系サービスは国保連委託分のみ（1.719市町村のうち、1，707市町村）入所系サービスは国保連委託分のみ（69都道府県市のうち、52都道府県市）サービス名サービス名サービス名サービス名居宅介護（ホームヘルプ）居宅介護（ホームヘルプ）居宅介護（ホームヘルプ）居宅介護（ホームヘルプ） 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う
行動援護行動援護行動援護行動援護 自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支援、外出支援を行う重度障害者等包括支援重度障害者等包括支援重度障害者等包括支援重度障害者等包括支援短期入所（ショートステイ）短期入所（ショートステイ）短期入所（ショートステイ）短期入所（ショートステイ） 介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行う自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う
同行援護同行援護同行援護同行援護 重度の視覚障害のある人が外出する時、必要な情報提供や介護を行う
障害児が利用可能な支援の体系

訪訪訪訪問問問問系系系系 障障障障害害害害者者者者総総総総合合合合支支支支援援援援法法法法
利用児童数利用児童数利用児童数利用児童数 施設・事業所数施設・事業所数施設・事業所数施設・事業所数9,5249,5249,5249,524 18,71918,71918,71918,719

2,7912,7912,7912,79100006,9276,9276,9276,927
1,4391,4391,4391,43999993,9773,9773,9773,977

163163163163 5,7365,7365,7365,736
児童発達支援児童発達支援児童発達支援児童発達支援医療型児童発達支援医療型児童発達支援医療型児童発達支援医療型児童発達支援 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練などの支援を行う。日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練などの支援及び治療を行う。
保育所等訪問支援保育所等訪問支援保育所等訪問支援保育所等訪問支援 保育所等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援などを行う。
医療型医療型医療型医療型障害児入所施設障害児入所施設障害児入所施設障害児入所施設 施設に入所している障害児に対して、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与を行う。施設に入所又は指定医療機関に入院している障害児に対して、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与並びに治療を行う。
放課後放課後放課後放課後等等等等デイサービスデイサービスデイサービスデイサービス 授業の終了後又は休校日に、児童発達支援センター等の施設に通わせ、生活能力向上のための必要な訓練、社会との交流促進などの支援を行う障害児通所系障害児通所系障害児通所系障害児通所系障害児入所系障害児入所系障害児入所系障害児入所系

児児児児童童童童福福福福祉祉祉祉法法法法
75,01175,01175,01175,011 3,1983,1983,1983,1982,6232,6232,6232,623 101101101101
1,6701,6701,6701,6701,8441,8441,8441,8442,1482,1482,1482,148

312312312312192192192192186186186186
94,97894,97894,97894,978 5,8155,8155,8155,815

福祉型福祉型福祉型福祉型障害児入所施設障害児入所施設障害児入所施設障害児入所施設

日中日中日中日中活動系活動系活動系活動系

計画相談支援計画相談支援計画相談支援計画相談支援
障害児相談支援障害児相談支援障害児相談支援障害児相談支援

【サービス利用支援】・サービス申請に係る支給決定前にサービス等利用計画案を作成・支給決定後、事業者等と連絡調整等を行い、サービス等利用計画を作成【継続利用支援】・サービス等の利用状況等の検証（モニタリング）・事業所等と連絡調整、必要に応じて新たな支給決定等に係る申請の勧奨【障害児利用援助】・障害児通所支援の申請に係る給付決定の前に利用計画案を作成・給付決定後、事業者等と連絡調整等を行うとともに利用計画を作成【継続障害児支援利用援助】
相談支援系相談支援系相談支援系相談支援系 児児児児福福福福法法法法 26,73926,73926,73926,739

1,1591,1591,1591,159
2,5132,5132,5132,513
5,9955,9955,9955,995支支支支援援援援法法法法
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児童発達支援医療型児童発達支援放課後等デイサービス保育所等訪問福祉型障害児入所支援医療型障害児入所支援障害児支援計

平成24年度 平成25年度 平成26年度
05001,0001,5002,0002,500

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

（人）

平成24年度 平成25年度 平成26年度
※保育所等訪問支援（再掲）

（人）

（障害児支援計）

障害児支援の利用児童数の障害児支援の利用児童数の障害児支援の利用児童数の障害児支援の利用児童数の推移推移推移推移
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児童発達支援医療型児童発達支援放課後等デイサービス保育所等訪問福祉型障害児入所支援医療型障害児入所支援障害児支援計

平成24年度 平成25年度 平成26年度
0100200300400

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

（カ所）

平成24年度 平成25年度 平成26年度
※保育所等訪問支援（再掲）

（カ所）

（障害児支援計）

障害児支援の事業所数の障害児支援の事業所数の障害児支援の事業所数の障害児支援の事業所数の推移推移推移推移



「障害児支援の在り方に関する検討会」について

（今後の主な日程）

① 平成２７年度報酬改定

② 障害者総合支援法施行後

３年を目途とした制度見直し

H26.7月9日

報告書とりまとめ

公表７月１６日

H26.1月

検討会の

立ち上げ

H26.４月～５月

関係団体ヒアリング

（構成員名簿：合計19名）

朝貝 芳美 全国肢体不自由児施設運営協議会副会長

石橋 �章 一般社団法人全国肢体不自由児者父母の会連合会副会長

市川 宏伸 一般社団法人日本発達障害ネットワーク理事長

大塚 晃 上智大学総合人間科学部教授（＊座長代理）

大濱 早苗 滋賀県湖南市健康福祉部社会福祉課発達支援室長

大南 英明 全国特別支援教育推進連盟理事長

岡田 喜篤 公益社団法人日本重症心身障害福祉協会理事長

柏女 霊峰 淑徳大学総合福祉学部教授（＊座長）

片桐 公彦 特定非営利活動法人全国地域生活支援ネットワーク事務局長

加藤 正仁 一般社団法人全国児童発達支援協議会会長

佐藤 進 埼玉県立大学名誉教授

高木 正三 社会福祉法人全国重症心身障害児（者）を守る会理事

田中 齋 公益財団法人日本知的障害者福祉協会

田中 正博 全国手をつなぐ育成会連合会統括

田畑 寿明 特定非営利活動法人日本相談支援専門員協会事務局次長

柘植 雅義 筑波大学人間系障害科学域教授

辻井 正次 中京大学現代社会学部教授

宮田 広善 一般社団法人全国児童発達支援協議会副会長

渡辺 顕一郎 日本福祉大学子ども発達学部教授 （敬称略、五十音順）

＊ 左記構成員に

加えて、合計２１団体

からのヒアリング等を

実施して意見を聴取

（（（（2））））最近の動向最近の動向最近の動向最近の動向



今後今後今後今後の障害児支援の在り方にの障害児支援の在り方にの障害児支援の在り方にの障害児支援の在り方についてついてついてついて

～「発達支援」が必要な子どもの支援はどうあるべきか～

○○○○ 地域社会への参加・包容（ｲﾝｸﾙｰｼﾞｮﾝ）の推進と合理的配慮地域社会への参加・包容（ｲﾝｸﾙｰｼﾞｮﾝ）の推進と合理的配慮地域社会への参加・包容（ｲﾝｸﾙｰｼﾞｮﾝ）の推進と合理的配慮地域社会への参加・包容（ｲﾝｸﾙｰｼﾞｮﾝ）の推進と合理的配慮

○○○○ 障害児の地域社会への参加・包容を子育て支援において推進するための後方支援と障害児の地域社会への参加・包容を子育て支援において推進するための後方支援と障害児の地域社会への参加・包容を子育て支援において推進するための後方支援と障害児の地域社会への参加・包容を子育て支援において推進するための後方支援としてしてしてしてのののの

専門的役割専門的役割専門的役割専門的役割の発揮の発揮の発揮の発揮

平成26年７月16日障害児支援の在り方に関する検討会

○○○○ ライフステージにライフステージにライフステージにライフステージに応じた切れ目応じた切れ目応じた切れ目応じた切れ目のののの無い無い無い無い支援支援支援支援（縦の連携）（縦の連携）（縦の連携）（縦の連携）

○○○○ 保健保健保健保健、医療、医療、医療、医療、福祉、保育、福祉、保育、福祉、保育、福祉、保育、教育、就労支援等、教育、就労支援等、教育、就労支援等、教育、就労支援等とも連携した地域支援体制の確立とも連携した地域支援体制の確立とも連携した地域支援体制の確立とも連携した地域支援体制の確立（横の連携）（横の連携）（横の連携）（横の連携）

障害児本人の最善の利益の保障障害児本人の最善の利益の保障障害児本人の最善の利益の保障障害児本人の最善の利益の保障 家族家族家族家族支援の支援の支援の支援の重視重視重視重視

地地地地域域域域にににに おおおおけけけけ るるるる 「縦「縦「縦「縦 横横横横連連連連携」携」携」携」 のののの推推推推進進進進

基本理念基本理念基本理念基本理念

児童相談所児童相談所児童相談所児童相談所等等等等とのとのとのとの

連携連携連携連携

支援に関する支援に関する支援に関する支援に関する

情報の共有化情報の共有化情報の共有化情報の共有化

相談支援の推進相談支援の推進相談支援の推進相談支援の推進

支援者の専門性の支援者の専門性の支援者の専門性の支援者の専門性の

向上等向上等向上等向上等

（報告書のポイント）



＜報告書提言の＜報告書提言の＜報告書提言の＜報告書提言の主な内容主な内容主な内容主な内容（１）＞（１）＞（１）＞（１）＞

〇 児童発達支援センターを中心とした重層的な支援体制重層的な支援体制重層的な支援体制重層的な支援体制（各センターによる保育所等訪問支援・

障害児相談支援の実施等）

○ 保育所等訪問支援保育所等訪問支援保育所等訪問支援保育所等訪問支援等の充実、入所施設への有期・有目的入所の検討

〇 障害児相談支援の役割の拡充、ワンストップ対応を目指した子ども・子育て子ども・子育て子ども・子育て子ども・子育て支援支援支援支援新制度の新制度の新制度の新制度の

「利用者支援事業」「利用者支援事業」「利用者支援事業」「利用者支援事業」との連携

〇 （自立支援）協議会の活性化、支援に関する情報の共有化を目的とした「サポートファイル」「サポートファイル」「サポートファイル」「サポートファイル」の

活用

〇 障害福祉計画における障害児支援の記載義務の法定化

①①①① 地域における「縦横連携」を進めるための体制づくり地域における「縦横連携」を進めるための体制づくり地域における「縦横連携」を進めるための体制づくり地域における「縦横連携」を進めるための体制づくり

○ ライフステージごとのライフステージごとのライフステージごとのライフステージごとの支援支援支援支援（乳幼児期、小学校入学前、学齢期、卒業後）

〇 保護者の「気づき」の段階からの支援保護者の「気づき」の段階からの支援保護者の「気づき」の段階からの支援保護者の「気づき」の段階からの支援、保育所等での丁寧なフォローによる専門的な支援への

つなぎ、障害児等療育支援事業等の活用

〇 教育支援委員会や学校等との連携、卒業後を見据えた就労移行支援事業所等との連携

②②②② 「縦横連携」に「縦横連携」に「縦横連携」に「縦横連携」によるライフステージごとの個別よるライフステージごとの個別よるライフステージごとの個別よるライフステージごとの個別の支援の充実の支援の充実の支援の充実の支援の充実



〇 福祉の専門家だけでは適切に対応できないことを念頭に置いた医療・福祉の連携、医療機関や

入所施設の専門性を活用した研修の実施

○ 強度行動障害支援者養成研修強度行動障害支援者養成研修強度行動障害支援者養成研修強度行動障害支援者養成研修の推進、重症心身障害児者の地域支援のコーディネート機能重症心身障害児者の地域支援のコーディネート機能重症心身障害児者の地域支援のコーディネート機能重症心身障害児者の地域支援のコーディネート機能を

持つ中核機関の整備に向けた検討

③③③③ 特別に配慮された支援が必要な障害児のための医療・福祉の連携特別に配慮された支援が必要な障害児のための医療・福祉の連携特別に配慮された支援が必要な障害児のための医療・福祉の連携特別に配慮された支援が必要な障害児のための医療・福祉の連携

〇 ペアレント・トレーニングペアレント・トレーニングペアレント・トレーニングペアレント・トレーニングの推進、精神面のケア、ケアを一時的に代行する支援、保護者の就労保護者の就労保護者の就労保護者の就労

のための支援、家族の活動、障害児のきょうだい支援

④④④④ 家族支援の充実家族支援の充実家族支援の充実家族支援の充実

〇 一元化を踏まえた職員配置等の検討、放課後等デイサービス等の障害児支援に関するガイド障害児支援に関するガイド障害児支援に関するガイド障害児支援に関するガイド

ラインラインラインラインの策定

○ 児童養護施設等の対応を踏まえた障害児入所施設の環境改善及び措置入所を含めた障害児

入所支援の在り方の検討

⑤⑤⑤⑤ 個々のサービスの質のさらなる確保個々のサービスの質のさらなる確保個々のサービスの質のさらなる確保個々のサービスの質のさらなる確保

＜報告書提言の＜報告書提言の＜報告書提言の＜報告書提言の主主主主なななな内容内容内容内容（２）＞（２）＞（２）＞（２）＞

→ 子ども・子育て支援及び障害児支援の計画的子ども・子育て支援及び障害児支援の計画的子ども・子育て支援及び障害児支援の計画的子ども・子育て支援及び障害児支援の計画的進展進展進展進展のための関連部門の連携のための関連部門の連携のための関連部門の連携のための関連部門の連携



職場・地域生活

保育所等

学校等

医療

医療

学校保健

母子保健

地域地域地域地域ににににおける「縦横連携」のイメージおける「縦横連携」のイメージおける「縦横連携」のイメージおける「縦横連携」のイメージ

医療

就労

支援

障害福祉

障害児

支 援

後方支援後方支援後方支援後方支援

入学

卒業

成年期成年期成年期成年期

障
害
児

相
談
支
援

本
人

（
家
族
）

障
害
児

相
談
支
援

本
人

・

家
族

本
人

・

家
族

計
画
相
談

支
援

本
人

（
家
族
）

「気づきの段階」からの支援「気づきの段階」からの支援「気づきの段階」からの支援「気づきの段階」からの支援

関係者間の共通理解・情報共有関係者間の共通理解・情報共有関係者間の共通理解・情報共有関係者間の共通理解・情報共有

→ 途切れない支援の調整途切れない支援の調整途切れない支援の調整途切れない支援の調整

地域保健

本
人

（
家
族
）

乳幼児期乳幼児期乳幼児期乳幼児期

学齢期学齢期学齢期学齢期

社会的

養 護

社会的

養 護

障害児

支 援

後方支援後方支援後方支援後方支援



障害児通所障害児通所障害児通所障害児通所支援に関するガイドライン策定検討会支援に関するガイドライン策定検討会支援に関するガイドライン策定検討会支援に関するガイドライン策定検討会 構成員構成員構成員構成員名簿名簿名簿名簿

• 秋山 哲生 (全国重症心身障害日中活動支援協議会)

• 石橋 大吾 (一般社団法人全日本ろうあ連盟情報・コミュニケーション委員会副委員長)

• 石橋 �章 (一般社団法人全国肢体不自由児者父母の会連合会副会長)

• 市川 宏伸 (一般社団法人日本発達障害ネットワーク理事長)

• 猪平 眞理 (社会福祉法人日本盲人会連合)

• 宇佐美 岩夫 (社会福祉法人全国重症心身障害児(者)を守る会常務理事・事務局長)

◎ 大塚 晃 (上智大学総合人間科学部教授)

• 大南 英明 (全国特別支援教育推進連盟理事長)

• 尾崎 ミオ (一般社団法人日本自閉症協会)

• 片桐 公彦 (特定非営利活動法人全国地域生活支援ネットワーク事務局長)

• 岸 良至 (一般社団法人全国児童発達支援協議会事務局長)

• 田中 正博 (全国手をつなぐ育成会連合会統括)

• 柘植 雅義 (筑波大学教授（人間系障害科学域知的・発達・行動障害学分野）)

• 辻井 正次 (中京大学現代社会学部教授)

• 福島 愼吾 (特定非営利活動法人難病のこども支援全国ネットワーク常務理事)

○ 渡辺 顕一郎 (日本福祉大学子ども発達学部教授)

（敬称略、五十音順） ◎ 座長 ○ 座長代理

平成２６年７月『障害児支援の在り方に関する検討会の報告書』において、障害児通所支援について、
その質を担保する観点からガイドラインの策定が必要である旨言及されている。これを受け、障害児通所支
援に関するガイドラインを作成するため、有識者、関係者の参集を得て検討を⾏った。

障害児通所支援に関するガイドライン策定検討会



「放課後「放課後「放課後「放課後等等等等デイサービスガイドライン」の概要デイサービスガイドライン」の概要デイサービスガイドライン」の概要デイサービスガイドライン」の概要

総総総総

則則則則

従業者従業者従業者従業者向向向向けけけけ

ガガガガイイイイドドドドラインラインラインライン

児童発達支援児童発達支援児童発達支援児童発達支援管理責任管理責任管理責任管理責任者者者者

向向向向けけけけガガガガイイイイドドドドラインラインラインライン

設置者・設置者・設置者・設置者・管理管理管理管理者者者者向向向向けけけけ

ガガガガイイイイドドドドラインラインラインライン

◆ ガイドラインの趣旨
◆ 放課後等デイサービスの基本的役割

⼦どもの最善の利益の保障／共⽣社会の実現に向けた後⽅⽀援／保護者⽀援
◆ 放課後等デイサービスの提供に当たっての基本的姿勢と基本活動

基本活動： ⾃⽴⽀援と⽇常⽣活の充実のための活動／創作活動／地域交流／余暇の提供 等
◆ 事業所が適切な放課後等デイサービスを提供するために必要な組織運営管理

◆ ⼦どものニーズに応じた適切な⽀援の提供と⽀援の質の向上
環境・体制整備／ＰＤＣＡサイクルによる適切な事業所の管理

従業者等の知識・技術の向上／関係機関・団体や保護者との連携 等
◆ 子どもと保護者に対する説明責任等

運営規程の周知／子どもと保護者に対する⽀援利⽤申込時の説明／保護者に対する相談支援等
苦情解決対応／適切な情報伝達⼿段の確保／地域に開かれた事業運営 等

◆ 緊急時の対応と法令遵守等
緊急時対応／非常災害・防犯対策／虐待防止／身体拘束への対応

衛生・健康管理／安全確保／秘密保持等 等



「事業所は、本ガイドラインに基づく自己評価を実施
し、その結果を事業運営に反映させ、自己評価結
果については公表するよう努めるものとする。」

○ そのためのチェックリストが必要との意⾒
○ ユーザー評価にも使えるように、との意⾒

「事業者向け放課後等デイサービス自己評価表」
と、より簡素な「保護者等向け放課後等デイサービ
ス評価表」を作成
想定される自己評価の流れ
① 保護者へのアンケート調査
② 事業所職員による自己評価
③ 事業所全体としての自己評価
④ 自己評価結果の公表
⑤ 保護者のアンケート調査結果のフィードバック

放課後等デイサービスガイドライン放課後等デイサービスガイドライン放課後等デイサービスガイドライン放課後等デイサービスガイドラインに基づく自己に基づく自己に基づく自己に基づく自己評価等評価等評価等評価等



学学学学校校校校と障害児通所支援を提供する事業所や障害児入所施設、居宅サービスを提供する事業所（以と障害児通所支援を提供する事業所や障害児入所施設、居宅サービスを提供する事業所（以と障害児通所支援を提供する事業所や障害児入所施設、居宅サービスを提供する事業所（以と障害児通所支援を提供する事業所や障害児入所施設、居宅サービスを提供する事業所（以下下下下「障害児「障害児「障害児「障害児

通所支援事業所等」という。）が通所支援事業所等」という。）が通所支援事業所等」という。）が通所支援事業所等」という。）が緊密緊密緊密緊密な連携を図るとともに、学な連携を図るとともに、学な連携を図るとともに、学な連携を図るとともに、学校校校校等で等で等で等で作作作作成する成する成する成する個個個個別の教育支援別の教育支援別の教育支援別の教育支援計画及び個計画及び個計画及び個計画及び個別の別の別の別の

指導計画指導計画指導計画指導計画（以（以（以（以下下下下「「「「個個個個別の教育支援別の教育支援別の教育支援別の教育支援計画計画計画計画等」という。）と障害児相談支援事業所で等」という。）と障害児相談支援事業所で等」という。）と障害児相談支援事業所で等」という。）と障害児相談支援事業所で作作作作成する障害児支援利用成する障害児支援利用成する障害児支援利用成する障害児支援利用計画計画計画計画

及び及び及び及び障害児通所支援事業所等で障害児通所支援事業所等で障害児通所支援事業所等で障害児通所支援事業所等で作作作作成する成する成する成する個個個個別支援別支援別支援別支援計画計画計画計画（以（以（以（以下下下下「障害児支援利用「障害児支援利用「障害児支援利用「障害児支援利用計画計画計画計画等」という。）が、等」という。）が、等」という。）が、等」という。）が、個個個個人情人情人情人情報報報報

にににに留意留意留意留意しつつ連携していくことがしつつ連携していくことがしつつ連携していくことがしつつ連携していくことが望望望望ましい。ましい。ましい。ましい。

児童福祉法等の改正による教育と福祉の連携の一層の推進について（概要）児童福祉法等の改正による教育と福祉の連携の一層の推進について（概要）児童福祉法等の改正による教育と福祉の連携の一層の推進について（概要）児童福祉法等の改正による教育と福祉の連携の一層の推進について（概要）

◆◆◆◆ 趣旨趣旨趣旨趣旨

（平成２４年４月１８日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、文部科学省（平成２４年４月１８日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、文部科学省（平成２４年４月１８日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、文部科学省（平成２４年４月１８日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、文部科学省初初初初等中等等中等等中等等中等教教教教育局特育局特育局特育局特別別別別支援支援支援支援教教教教育課育課育課育課連名連名連名連名通知）通知）通知）通知）

◆◆◆◆ 留意事項留意事項留意事項留意事項

１１１１ 相談支援相談支援相談支援相談支援

障害児支援利用障害児支援利用障害児支援利用障害児支援利用計画計画計画計画等の等の等の等の作作作作成を成を成を成を担当担当担当担当する相談支援事業所とする相談支援事業所とする相談支援事業所とする相談支援事業所と個個個個別の教育支援別の教育支援別の教育支援別の教育支援計画計画計画計画等の等の等の等の作作作作成を成を成を成を担当担当担当担当する学する学する学する学校校校校

等が等が等が等が密接密接密接密接に連に連に連に連絡調整絡調整絡調整絡調整を行い、を行い、を行い、を行い、就就就就学学学学前前前前の福祉サービス利用からの福祉サービス利用からの福祉サービス利用からの福祉サービス利用から就就就就学への移行、学齢期に利用する福祉サービ学への移行、学齢期に利用する福祉サービ学への移行、学齢期に利用する福祉サービ学への移行、学齢期に利用する福祉サービ

スとの連携、さらには学スとの連携、さらには学スとの連携、さらには学スとの連携、さらには学校卒校卒校卒校卒業に業に業に業に当当当当たって地域生活にたって地域生活にたって地域生活にたって地域生活に向向向向けた福祉サービス利用への移行がけた福祉サービス利用への移行がけた福祉サービス利用への移行がけた福祉サービス利用への移行が円滑円滑円滑円滑にににに進進進進むよう、むよう、むよう、むよう、

保護者の保護者の保護者の保護者の了解了解了解了解をををを得得得得つつ、特つつ、特つつ、特つつ、特段段段段の配慮をの配慮をの配慮をの配慮をお願お願お願お願いする。いする。いする。いする。

２２２２ 障害児支援の強化障害児支援の強化障害児支援の強化障害児支援の強化

（１）（１）（１）（１） 保育所等訪問支援の創設保育所等訪問支援の創設保育所等訪問支援の創設保育所等訪問支援の創設

このサービスがこのサービスがこのサービスがこのサービスが効果効果効果効果的に行われるためには、保育所等訪問支援の訪問的に行われるためには、保育所等訪問支援の訪問的に行われるためには、保育所等訪問支援の訪問的に行われるためには、保育所等訪問支援の訪問先先先先施設の施設の施設の施設の理解理解理解理解とととと協力協力協力協力が不可が不可が不可が不可欠欠欠欠でででで

あり、あり、あり、あり、該当該当該当該当する障害児のする障害児のする障害児のする障害児の状況状況状況状況のののの把握把握把握把握や支援や支援や支援や支援方方方方法等について、訪問法等について、訪問法等について、訪問法等について、訪問先先先先施設と保育所等訪問支援事業所、保護施設と保育所等訪問支援事業所、保護施設と保育所等訪問支援事業所、保護施設と保育所等訪問支援事業所、保護

者との間で情者との間で情者との間で情者との間で情報共有報共有報共有報共有するとともに、するとともに、するとともに、するとともに、十十十十分分分分調整調整調整調整した上で、必要な対応がなされるよう配慮をした上で、必要な対応がなされるよう配慮をした上で、必要な対応がなされるよう配慮をした上で、必要な対応がなされるよう配慮をお願お願お願お願いする。いする。いする。いする。

（２）（２）（２）（２） 個個個個別支援別支援別支援別支援計画計画計画計画のののの作作作作成成成成

障害児通所支援事業所等の児童発達支援障害児通所支援事業所等の児童発達支援障害児通所支援事業所等の児童発達支援障害児通所支援事業所等の児童発達支援管理責任管理責任管理責任管理責任者と教員等が連携し、障害児通所支援等に者と教員等が連携し、障害児通所支援等に者と教員等が連携し、障害児通所支援等に者と教員等が連携し、障害児通所支援等におおおおけるけるけるける

個個個個別支援別支援別支援別支援計画計画計画計画と学と学と学と学校校校校ににににおおおおけるけるけるける個個個個別の教育支援別の教育支援別の教育支援別の教育支援計画計画計画計画等との連携を保護者の等との連携を保護者の等との連携を保護者の等との連携を保護者の了解了解了解了解をををを得得得得つつ確保し、相つつ確保し、相つつ確保し、相つつ確保し、相乗乗乗乗的な的な的な的な

効果効果効果効果がががが得得得得られるよう、必要な配慮をられるよう、必要な配慮をられるよう、必要な配慮をられるよう、必要な配慮をお願お願お願お願いする。いする。いする。いする。



事務連絡

平成2 5 年1 0 月1 8 日

各 障害児支援担当課御中

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課

障害児・発達障害者支援室障害児支援係

障害児に対する支援に係る教育機関との連携について

平素より、障害保健福祉行政の推進に、格段の御高配を賜り厚く御礼を申し上げます。

１０月４日付で各都道府県・指定都市教育委員会委員長、都道府県知事等宛てに、文部科学省

初等中等教育局長通知「障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援について」が

通知されております。

また、同省のホームページでは「教育支援資料～障害のある子供の就学手続と早期からの一貫

した支援の充実～」が公表されております。これらの資料は、主に障害児の就学手続等について

記載されておりますが、福祉などとの連携について、その重要性に触れられている部分も多く記載

されております。

つきましては、貴都道府県市の障害児支援担当課におかれましても、これらの内容についてご

了知いただき、教育部局と連携をしながら障害児支援の施策をさらに進めていただきますよう、よろ

しくお願いいたします。

また、各都道府県におかれましては、貴管内市町村の障害児支援担当課にも周知いただきます

ようご配慮願います。

＜参考：教育支援資料掲載ページ（文部科学省）＞

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/material/1340250.htm

添付資料(以下略）

都道府県

指定都市

児童相談所設置市



Ⅰ ね ら い

○発達障害の定義と発達障害への理解の促進○発達障害の定義と発達障害への理解の促進○発達障害の定義と発達障害への理解の促進○発達障害の定義と発達障害への理解の促進

○発達障害者に対する生活全般にわたる支援の促進○発達障害者に対する生活全般にわたる支援の促進○発達障害者に対する生活全般にわたる支援の促進○発達障害者に対する生活全般にわたる支援の促進

○発達障害者支援を担当する部局相互の緊密な連携の確保○発達障害者支援を担当する部局相互の緊密な連携の確保○発達障害者支援を担当する部局相互の緊密な連携の確保○発達障害者支援を担当する部局相互の緊密な連携の確保

Ⅱ 概 要

定義：発達障害＝自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、定義：発達障害＝自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、定義：発達障害＝自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、定義：発達障害＝自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、

注意欠陥多動性障害などの脳機能の障害で、通常低年齢で発現する障害注意欠陥多動性障害などの脳機能の障害で、通常低年齢で発現する障害注意欠陥多動性障害などの脳機能の障害で、通常低年齢で発現する障害注意欠陥多動性障害などの脳機能の障害で、通常低年齢で発現する障害

○早期の発達支援○早期の発達支援○早期の発達支援○早期の発達支援

○乳幼児健診等に○乳幼児健診等に○乳幼児健診等に○乳幼児健診等に

よる早期発見よる早期発見よる早期発見よる早期発見

○就学時健康診断における発見○就学時健康診断における発見○就学時健康診断における発見○就学時健康診断における発見

○適切な教育的支援・支援体制の○適切な教育的支援・支援体制の○適切な教育的支援・支援体制の○適切な教育的支援・支援体制の

整備整備整備整備

○放課後児童健全育成事業の利用○放課後児童健全育成事業の利用○放課後児童健全育成事業の利用○放課後児童健全育成事業の利用

○専門的発達支援○専門的発達支援○専門的発達支援○専門的発達支援

○発達障害者の特性に応じた○発達障害者の特性に応じた○発達障害者の特性に応じた○発達障害者の特性に応じた

適切な就労の機会の確保適切な就労の機会の確保適切な就労の機会の確保適切な就労の機会の確保

○地域での生活支援○地域での生活支援○地域での生活支援○地域での生活支援

○発達障害者の権利擁護○発達障害者の権利擁護○発達障害者の権利擁護○発達障害者の権利擁護

【【【【都道府県都道府県都道府県都道府県】】】】 発達障害者支援センター（相談支援・情発達障害者支援センター（相談支援・情発達障害者支援センター（相談支援・情発達障害者支援センター（相談支援・情報報報報提供等）、専門的な医療機関の確保提供等）、専門的な医療機関の確保提供等）、専門的な医療機関の確保提供等）、専門的な医療機関の確保 等等等等

【【【【国国国国】】】】専門的知識を有する人材確保（研修等）、調査研究専門的知識を有する人材確保（研修等）、調査研究専門的知識を有する人材確保（研修等）、調査研究専門的知識を有する人材確保（研修等）、調査研究 等等等等

就学前（乳幼児期）就学前（乳幼児期）就学前（乳幼児期）就学前（乳幼児期） 就学中（学童期等）就学中（学童期等）就学中（学童期等）就学中（学童期等） 就学後（青壮年期）就学後（青壮年期）就学後（青壮年期）就学後（青壮年期）

※平成１６年１２月 超党派による議員立法により成立

１７年 ４月 施行

２２年１２月 発達障害が障害者自立支援法に明確化



巡回支援専門員整備事業

発達障害等に関する知識を有する専門員（※１）が、保育所等の子どもやその親が集まる施設・場を

巡回し、施設のスタッフや親に対し、障害の早期発見・早期対応のための助言等の支援（※２）を行う。

※１ 「発達障害等に関する知識を有する専門員」

・医師、児童指導員、保育士、臨床心理技術者、作業療法士、言語聴覚士等で発達障害に関する知識を有する者

・障害児施設等において発達障害児の支援に現に携わっている者

・学校教育法に基づく大学において、児童福祉、社会福祉、児童学、心理学、教育学、社会学を専修する学科又は

これに相当する課程を修めて卒業した者であって、発達障害に関する知識・経験を有する者

（専門性の確保）

専門員は、国立障害者リハビリテーションセンター学院で実施している発達障害に関する研修や地域の発達障害者支援センター等が実施する

研修等を受講し、適切な専門性の確保を図る。

※２ 「障害の早期発見・早期対応のための助言等の支援」の例

・親に対する助言・相談支援

・児童相談所や発達障害者支援センター等の専門機関へのつなぎ

・M－CHATやPARS等のアセスメントを実施する際の助言

・ペアレントトレーニング（ペアレントプログラム）の実施

・ペアレントメンターについての情報提供

【市町村】

教 育

保 健

医 療
福 祉

保育所

児童館

つどいの広場

１歳６ヶ月

３歳児健診

幼稚園

巡回相談巡回相談巡回相談巡回相談

地域生活支援事業において実施



発達障害者支援センター運営事業

厚生労働省

都道府県・指定都市障害者総合支援法第78条に規定される都道府県地域生活支援事業のうち、「専門性の高い相談支援事業」として実施
発達障害者支援センター発達障害者支援センター発達障害者支援センター発達障害者支援センター（６７都道府県、政令市で設置）

（体制）・管理責任者・相談支援担当職員・発達支援担当職員・就労支援担当職員

発達障害児（者） ・家族

関係機関児童相談所、知的障害者更生相談所、福祉事務所、保健所、精神保健福祉センター、医療機関障害児（者）地域療育等支援事業実施施設、児童発達支援センター、障害児入所施設、教育委員会、学校、幼稚園、保育所、公共職業安定所、地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等

補助

直接実施又は委託（社会福祉法人等）※医療法人，地方独立行政法人も可
連携・調整会議や機関コンサルテーション・発達障害者支援センター連絡協議会の開催・障害者総合福祉法第８９条協議会への参加

支援

・相談支援（来所、訪問、電話等による相談）・発達支援（個別支援計画の作成・実施等)・就労支援（就労に向けての相談等)※対象：発達障害児（者)のみ

地域生活支援事業において実施

研修（関係機関、民間団体等への研修）
地域住民

普及啓発（関係機関、民間団体等への研修）都道府県が別途配置する「発達障害者地域支援マネジャー」と緊密に連携する

16,203 

30,187 
37,420 

45,135 
51,081 

57,236 
63,411 

67,971 68,438 

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５
支援支援支援支援件数件数件数件数のののの推推推推移（移（移（移（相談支援・発達支援・相談支援・発達支援・相談支援・発達支援・相談支援・発達支援・就就就就労支援）労支援）労支援）労支援）



発達障害者支援体制発達障害者支援体制発達障害者支援体制発達障害者支援体制整備整備整備整備

乳幼児期から成人期における各ライフステージに対応する一貫した支援を行うため、関係機関等によるネット

ワークを構築するとともに、ペアレント・メンター・ペアレントトレーニング・ソーシャルスキルトレーニングの導入によ

る家族支援体制の整備や、発達障害特有のアセスメントツールの導入を促進するための研修会を実施する。

また、市町村・事業所等支援、医療機関との連携や困難ケースへの対応を行うための「発達障害者地域支援マ

ネジャー」を配置し、地域の中核である発達障害者支援センターの地域支援機能の強化を図る。

【都道府県・指定都市】

【市町村】

発達障害者支援センター 医療機関等◆早期発見・早期発達支援体制の構築（巡回による支援）◆個別支援ファイルの作成（アセスメントツールの導入）◆ペアレント・メンター等の活用による家族支援 等
保健

労働

その他教育

福祉

医療関係機関等のネットワークの構築 連

携

●調査・評価（市町村の支援体制の状況調査・評価）

●検討委員会（県内の状況把握や、ペアレント・メンターの養成等の支援体制の充実に向けて検討）
・ペアレント・メンターの養成

●発達障害特有のアセスメントツール

の導入促進（Ｍ－ＣＨＡＴ・ＰＡＲＳ ・Vineland-Ⅱ等の導入を促進する 研修の実施） ・ﾍﾟｱﾚﾝﾄ・ﾒﾝﾀｰ・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置（平成２３年度～）
・ペアレント・トレーニング（家族の対応力向上：平成26年度～）
・ソーシャル・スキル・トレーニング（当事者の適応力向上：平成２６年度～）●発達障害者地域支援マネジャーの配置（平成２６年度～市町村・事業所等支援、医療機関との連携及び困難ケースへの対応等の地域支援機能強化） ●家族支援等

助言・指導等
助言・指導等

支援

文部科学省特別支援教育関連事業連携連携

地域生活支援事業において実施



発達障害については、支援のためのノウハウの普及が十分に行われていないため、各地域にお

ける支援体制の確立が喫緊の課題となっていることから、市町村・事業所等支援、医療機関との連

携や困難ケースへの対応等について、地域の中核である発達障害者支援センターの地域支援機

能の強化を図り、支援体制を整備する。

発達障害者支援センター発達障害者支援センター発達障害者支援センター発達障害者支援センター

発達発達発達発達障害者障害者障害者障害者支援センターの地域支援機能強化支援センターの地域支援機能強化支援センターの地域支援機能強化支援センターの地域支援機能強化

市町村市町村市町村市町村

発達障害者支援体制発達障害者支援体制発達障害者支援体制発達障害者支援体制整備整備整備整備（地活事業）（地活事業）（地活事業）（地活事業）都道府県等都道府県等都道府県等都道府県等

職員配置：４名程度●相談支援（来所、訪問、電話等による相談）●発達支援（個別支援計画の作成・実施等）●就労支援（発達障害児（者）への就労相談）●その他研修、普及啓発、機関支援

①アセスメントツールの導入

②個別支援ファイルの活用・普及

（地活事業）

事業所等事業所等事業所等事業所等

対応困難ケースを含めた

支援を的確に実施

困難事例の対応能力の向上全年代を対象とした支援体制の構築

（求められる市町村の取組） （求められる事業所等の取組）

医療機関医療機関医療機関医療機関

①専門的な診断評価

②行動障害等の入院治療

身近な地域で発達障害に関する

適切な医療の提供

（求められる医療機関の取組）

発達障害者地域支援発達障害者地域支援発達障害者地域支援発達障害者地域支援ママママネネネネジャジャジャジャーのーのーのーの配配配配置置置置：６名：６名：６名：６名程度程度程度程度

体制体制体制体制整備支援（２名）整備支援（２名）整備支援（２名）整備支援（２名） 医医医医療療療療機機機機関関関関ととととのののの連連連連携携携携（（（（２２２２名名名名））））困難ケース支援（２名）困難ケース支援（２名）困難ケース支援（２名）困難ケース支援（２名）
地域地域地域地域支援機能の強化へ支援機能の強化へ支援機能の強化へ支援機能の強化へ

（課（課（課（課題題題題））））

中中中中核核核核機関としてセンターに機関としてセンターに機関としてセンターに機関としてセンターに求求求求めらめらめらめられれれれる市町村・事業所等のる市町村・事業所等のる市町村・事業所等のる市町村・事業所等の

バックバックバックバックアアアアッッッッププププやややや困困困困難事難事難事難事例例例例への対応等が、センターへのへの対応等が、センターへのへの対応等が、センターへのへの対応等が、センターへの直接直接直接直接

のののの相談相談相談相談のののの増加増加増加増加等により等により等により等により十分十分十分十分に発に発に発に発揮され揮され揮され揮されていない。ていない。ていない。ていない。

・原則として、センターの事業として実施・地域の実情に応じ、その他機関等に委託可
●発達障害者支援体制整備検討委員会 ●市町村・関係機関及び関係施設への研修●アセスメントツールの導入促進 ●ペアレントメンター（コーディネータ）

地域生活支援事業において実施



児童発達支援センター等の機能強化等児童発達支援センター等の機能強化等児童発達支援センター等の機能強化等児童発達支援センター等の機能強化等（平成（平成（平成（平成２２２２５５５５年度年度年度年度～～～～））））

地域における障害児等支援の基盤整備を進めるには、地域の障害児等支援の拠点を整備する必要があるため、児童発達支援セン

ター等について、安定的な事業運営を図りつつ事業内容の改善を行うことによる機能強化等を進めるほか、障害福祉サービス事業所等に

よる地域住民の相談等の対応及び啓発等を図る。

１１１１ 事業目的事業目的事業目的事業目的

○ 都道府県等の計画的な指導の下、個々の児童発達支援センター等の特徴に応じて、多障害等対応や早期かつ専門的な対

応といった機能強化を推進するほか、地域に開かれた事業所運営を促進するため相談や助言等を実施するための体制整備、

介助や就労訓練体験を通した地域交流会の開催等を実施する。

○ また、基本事業に加え、地域の障害児等支援の取組の充実を図る事業や障害が疑われる児童をサービスに繋げるための事業を実施

し、多様な地域支援を推進する。

２２２２ 事業事業事業事業内内内内容容容容

①①①① 多障害等対応地域支援多障害等対応地域支援多障害等対応地域支援多障害等対応地域支援様々な障害の種別や障害の特性に対応した専門的かつ適切な支援等を実施できるよう体制整備を図り、また、支援困難事例に対応できるようにするための人材養成等（研修、マニュアル作成、関係機関のネットワーク構築等）に取り組む。
②②②② 早期専門対応地域支援早期専門対応地域支援早期専門対応地域支援早期専門対応地域支援障害の早期発見・支援に取り組むため、従事職員の専門性向上のための研修実施や従事職員の指導を行う専門職員を配置することにより、支援技術等の向上を図るための指導体制を確保する。
③③③③ 住民相談等対応地域支援住民相談等対応地域支援住民相談等対応地域支援住民相談等対応地域支援地域に開かれた事業所運営を促進するため、相談や助言等を実施するための体制整備、介助や就労訓練の体験を通じた地域交流会の開催、障害者が作成した商品の展示会等の開催を通じた地域住民の啓発等を目的とした事業を実施する。

①①①① 地域の障害児等支援の取組の充実を図る事業地域の障害児等支援の取組の充実を図る事業地域の障害児等支援の取組の充実を図る事業地域の障害児等支援の取組の充実を図る事業（例） ・夏休み等の活動の場づくり（文化芸術活動、（文化芸術活動、スポーツ・レクリエーション活動の実施等）・学校入学前の障害児に対する集団適応ための指導・訓練の実施・障害児の親に対する療育指導等の実施・乳幼児期からの早期療育や各ライフステージ毎に必要な支援の連携した提供 等
②②②② 障害が疑われる児童をサービスに繋げるための事業障害が疑われる児童をサービスに繋げるための事業障害が疑われる児童をサービスに繋げるための事業障害が疑われる児童をサービスに繋げるための事業（例） ・産後の母親に対する相談等支援の実施・親子体験通園等の実施・障害児通所支援の専門性を活かし、母子保健事業や保育所等の従業者を対象とした障害児支援に関する研修の実施 等

選択選択選択選択事業（事業（事業（事業（基基基基本事業と本事業と本事業と本事業とあわせあわせあわせあわせて実施）て実施）て実施）て実施）基基基基本事業本事業本事業本事業

３３３３ 実施実施実施実施主主主主体体体体

都道府県、指定都市、中核市



●●●● 重重重重症症症症心身障害とは心身障害とは心身障害とは心身障害とは

「重度の知的障害と重度の肢体不自由が重複」（児童福祉法第7条第2項）し、発達期に発症し、医療的ケアの必要な児者。

◇重症心身障害児者の推計値は、全国でおよそ４３，０００人。（うち、入所１４，０００人 在宅２９，０００人）

※ 岡田喜篤氏（元川崎医療福祉大学学長）の推計（2012年4月１日現在）。

○○○○ 重重重重症症症症心身障害施策の心身障害施策の心身障害施策の心身障害施策の目的目的目的目的

生命を守り、ひとりひとりのライフステージに応じた支援の提供

（障害児（原則として18歳未満）の場合）
◆ 障害児入所支援（医療型）（児童福祉法）

○ 概要： 障害児を入所させて、適切な医療及び日常生活の指導等を提供

○ 実施機関： 医療型障害児入所施設、指定発達支援医療機関

・医療型障害児入所施設： H24.4児童福祉法改正により障害種別を一元化し、重症心身障害児施設等を再編・統

合した施設（都道府県が指定する病院）

・指定発達支援医療機関：国が指定する国立病院に重症児病棟を設置

（障害者（18歳以上）の場合）

◆ 療養介護（障害者総合支援法）

○ 概要： 著しく重度の18歳以上の障害者に対し、適切な医療及び常時の介護を提供

重症心身障害児施設等に入所する重症心身障害者や筋ジストロフィー患者等を対象

○ 実施機関： 都道府県の指定を受けた病院

施設における支援施設における支援施設における支援施設における支援

重症重症重症重症心身心身心身心身障害児者に障害児者に障害児者に障害児者に対する対する対する対する支援支援支援支援



◆ 通所系サービス

（障害児（原則として18歳未満）の場合）

○ 児童発達支援事業等（児童福祉法）

・重症心身障害児（者）通園事業（Ｈ1.4～補助事業として開始）

・児童福祉法への法定化（義務的経費化）、障害種別の一元化により重症児に対応できる事業所の拡大

・療養通所介護事業所（介護保険）において重症児の受入れ（Ｈ24.4～）

（障害者（18歳以上）の場合）

○ 生活介護等（障害者総合支援法）

◆ 短期入所

○ 短期入所（障害者総合支援法）

・医療型短期入所の報酬単価の増額及び日帰り型の創設（Ｈ21.4～）

・医療ニーズの高い児者に対する特別重度支援加算を設定（Ｈ24.4～）

・緊急短期入所受入加算を増額（Ｈ27.4～）

◆ 訪問系サービス

○ 訪問看護等（医療保険）、居宅介護等（障害者総合支援法）

◆ その他

○ 介護職員等によるたんの吸引等の医療的ケアの実施

・Ｈ24.4～ 社会福祉士及び介護福祉士法の改正

在在在在宅宅宅宅における支援における支援における支援における支援



介護保険法令に基づく療養通所介護事業所において、主に重症心身障害児・者を通わせる児童発達支援等を実施す
る場合の指定基準の取扱いを明確にし、医療的ニーズの高い重症心身障害児・者の地域での受入を促進し、QOLの向
上及び介護者等のレスパイトを推進する。

主に重症心身障害児を通わせる児童発達支援の事業等を療養通所主に重症心身障害児を通わせる児童発達支援の事業等を療養通所主に重症心身障害児を通わせる児童発達支援の事業等を療養通所主に重症心身障害児を通わせる児童発達支援の事業等を療養通所介護介護介護介護

事業所に事業所に事業所に事業所において実施する場合の取扱い（概要）おいて実施する場合の取扱い（概要）おいて実施する場合の取扱い（概要）おいて実施する場合の取扱い（概要）

（平成２４年４月３日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、（平成２４年４月３日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、（平成２４年４月３日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、（平成２４年４月３日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、老老老老健局健局健局健局老老老老人保健課人保健課人保健課人保健課連名連名連名連名事事事事務連絡務連絡務連絡務連絡））））

療養通所介護

（介護保険法）

主に重症心身障害児・者を通わせる児童発達支援等

主に重症心身障害児を通わせる

児童発達支援・放課後等デイサービス

主に重症心身障害者を通わせる

生活介護事業

定員 ９名以下 ５名以上（左記の定員のうち上記定員を設定可）

人
員
配
置

管理者

管理者１名

（看護師兼務可）

１名 (左記との兼務可)

嘱託医 － １名 （特に要件なし）

従業者

看護師又は介護職員

（利用人数に応じて

１．５：１を配置）

児童指導員又は保育士１名以上

看護師１名以上

機能訓練担当職員１名以上

※提供時間帯を通じて配置。

生活支援員

看護職員

理学療法士又は作業療法士(実施する場合）※※※※上記職員の総数は障害程度区分毎に規定。
支援管理

責任者

－ 児童発達支援管理責任者１名

（管理者との兼務可。専任加算あり）

サービス管理責任者１名

（管理者及び左記との兼務可）

設備

専用部屋 （6.4㎡／人）

必要な設備（兼用可）

指導訓練室の他、必要な設備 （左記と兼用可）

◆◆◆◆ 指指指指定定定定基準基準基準基準のののの概概概概要要要要

◆◆◆◆ 趣旨趣旨趣旨趣旨

※※※※主主主主に、重症心身障害児・者を通わせる場合、児童発達支援に、重症心身障害児・者を通わせる場合、児童発達支援に、重症心身障害児・者を通わせる場合、児童発達支援に、重症心身障害児・者を通わせる場合、児童発達支援及び及び及び及び放課後等デイサービス、生活放課後等デイサービス、生活放課後等デイサービス、生活放課後等デイサービス、生活介介介介護を護を護を護を一一一一体的に体的に体的に体的に運運運運営することが可能。営することが可能。営することが可能。営することが可能。

※※※※主主主主に、重症心身障害児・者を通わせる場合、療に、重症心身障害児・者を通わせる場合、療に、重症心身障害児・者を通わせる場合、療に、重症心身障害児・者を通わせる場合、療養養養養通所通所通所通所介介介介護事業の人護事業の人護事業の人護事業の人員基準員基準員基準員基準にににに規定規定規定規定のないのないのないのない「「「「児童指導児童指導児童指導児童指導員又員又員又員又は保育は保育は保育は保育士」士」士」士」とととと「「「「児童発達児童発達児童発達児童発達支援支援支援支援

管理責任管理責任管理責任管理責任者者者者」又」又」又」又はははは「「「「サービスサービスサービスサービス管理責任管理責任管理責任管理責任者者者者」」」」のののの配置配置配置配置が必要。が必要。が必要。が必要。



退院時に必要とした医療的ケア

0 50 100

その他

中心静脈栄養

酸素

経管栄養

気管切開

%平成22年度「重症新生児に対する療養・療育環境の拡充に関する総合研究」

80 15 3 2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自宅へ退院 他の医療機関へ転院 療育施設へ転院 その他

○自宅へ退院する児が80%であった。

人工呼吸管理を必要として１年以内に退院した児の退院先人工呼吸管理を必要として１年以内に退院した児の退院先人工呼吸管理を必要として１年以内に退院した児の退院先人工呼吸管理を必要として１年以内に退院した児の退院先



〈〈〈〈平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度〉〉〉〉・北海道療育園・下志津病院・全国重症心身障害児（者）を守る会・甲山福祉センター・久留米市介護福祉サービス事業者協議会〈〈〈〈平成２５年度平成２５年度平成２５年度平成２５年度〉〉〉〉・北海道療育園・びわこ学園障害者支援センター・大阪発達総合療育センターフェニックス・重症児・者福祉医療施設鈴が峰・南愛媛療育センター

①①①① 地域の地域の地域の地域の現現現現状と課状と課状と課状と課題題題題のののの

把握把握把握把握・地域の重症心身障害児者の実情を把握・利用できる地域資源の把握・地域の資源マップの作成➜ 課題の明確化
②②②② 協協協協議議議議の場の設定の場の設定の場の設定の場の設定・目的に沿って有効な支援を図ることができる構成員を選定〈当事者、行政、医療、福祉、教育等関係機関等〉・検討内容は、実情把握、地域資源の評価、必要な支援体制の構築、運営、評価、改善・多様な形態（障害者総合支援法に基づく協議会の専門部会、ショートステイ連絡協議等）
③③③③ ココココーデーデーデーディィィィネートする者のネートする者のネートする者のネートする者の配配配配置置置置・福祉と医療に知見のある者を配置（相談支援専門員と看護師がペアを組む、相談支援専門員に看護師を置く等）

⑥⑥⑥⑥重症心身障害児者や重症心身障害児者や重症心身障害児者や重症心身障害児者や家族等に家族等に家族等に家族等に対する支援対する支援対する支援対する支援・「アセスメント」「計画支援」「モニタリング」 ★ツール１・保護者の学びの場の提供〈家族介護教室等〉・重症心身障害児者のきょうだい支援〈きょうだいキャンプ〉・家族のレスパイト支援〈ショートステイ〉・重症心身障害児者のケアホーム利用・地域の既存資源の再資源化・中山間地域の支援〈ＩＣＴの活用、巡回相談〉・ライフステージに応じた支援 ★ツール２・病院からの退院支援 ★ツール３<退院後の生活に関する病院と家族の意識の違いを埋める>・病院退院後のニーズと支援<退院後の訪問看護等ニーズに対応>・医療機関に対する医療型短期入所の新規開設支援・併行保育に向けた支援 ★ツール４④④④④ 協働体制を強化する協働体制を強化する協働体制を強化する協働体制を強化する工夫工夫工夫工夫・支援の届かない地域の施設等との相互交換研修や出前研修の実施〈実技研修が有効〉・地域の相談支援事業所の後方支援〈相談支援専門員等に向けたセミナーの開催、調査等〉
⑤⑤⑤⑤ 地域地域地域地域住民住民住民住民へのへのへのへの啓啓啓啓発発発発・重症心身障害児者の生活を知ってもらうために、講演会やドキュメンタリー映画の上映会の開催・重症心身障害児者や家族のエンパワメントを視野に入れたイベントの開催

現状等の共有現状等の共有現状等の共有現状等の共有

○ 重症心身障害児者及びその家族が地域で安心・安全に生活できるようにするため、医療型障害児入所施設等を中核として関係
する分野との協働による支援体制を構築すること等による総合的な地域生活支援の実現を目指し、モデル事業を実施。

○ 平成２４年度から平成２６年度に採択された１４団体が取り組んだ実例の報告をもとに、重症心身障害児者の地域生活を支援重症心身障害児者の地域生活を支援重症心身障害児者の地域生活を支援重症心身障害児者の地域生活を支援

する体制をつくる上で特に留意すべき点する体制をつくる上で特に留意すべき点する体制をつくる上で特に留意すべき点する体制をつくる上で特に留意すべき点をまとめると以下の通りである。

幅広い分野にわたる協働体制の構築幅広い分野にわたる協働体制の構築幅広い分野にわたる協働体制の構築幅広い分野にわたる協働体制の構築 具体的な支援の取組：好事例集具体的な支援の取組：好事例集具体的な支援の取組：好事例集具体的な支援の取組：好事例集

〈〈〈〈平成平成平成平成２２２２6666年度年度年度年度〉〉〉〉・ 南京都病院・ あきやまケアルーム・ 長良医療センター・ 浜松市発達医療総合福祉センター・ あすか山訪問看護ステーション
支援ツールの支援ツールの支援ツールの支援ツールの例例例例★★★★１１１１『『『『重症心身障害児者のアセスメントシート重症心身障害児者のアセスメントシート重症心身障害児者のアセスメントシート重症心身障害児者のアセスメントシート』』』』★★★★２２２２『『『『重症心身障害児者のライフサイクル別重症心身障害児者のライフサイクル別重症心身障害児者のライフサイクル別重症心身障害児者のライフサイクル別検討シート検討シート検討シート検討シート』』』』★★★★３３３３『『『『NICUNICUNICUNICUから地域移行に向けての支援ガイドから地域移行に向けての支援ガイドから地域移行に向けての支援ガイドから地域移行に向けての支援ガイド』』』』★４★４★４★４『『『『重症心身障害児の並行保育に向けたガイドライン重症心身障害児の並行保育に向けたガイドライン重症心身障害児の並行保育に向けたガイドライン重症心身障害児の並行保育に向けたガイドライン』』』』（（（（★★★★１１１１～～～～３３３３はははは平平平平成成成成２２２２４４４４年年年年度度度度、、、、★★★★４４４４はははは平平平平成成成成２２２２６６６６年年年年度度度度のののの報報報報告告告告書書書書にににに掲掲掲掲載載載載））））

重症重症重症重症心身障害児者の地域生活モデル事業の心身障害児者の地域生活モデル事業の心身障害児者の地域生活モデル事業の心身障害児者の地域生活モデル事業の概要概要概要概要



○ 全国の児童相談所での児童虐待に関する相談対応件数は、児童虐待防止法施行前の平成11年度に比べ、
平成25年度は6.3倍に増加。

1,101 1,171 1,372 1,611 1,961 2,722 4,102 5,352 6,93211,63117,72523,274 23,73826,56933,408 34,47237,32340,639 42,66444,21156,384
59,91966,70173,802

010,00020,00030,00040,00050,00060,00070,00080,000

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25
○ 児童虐待によって子どもが死亡した件数は、高い水準で推移。

※ 第１次報告から第１０次報告までの「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」より

※ 平成22年度は、東日本大震災の影響により、福島県を除いて集計した数値

児童虐待相談の対応件数及び虐待による死亡事例件数の推移
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例 数 24242424 －－－－ 24242424 48484848 5555 53535353 51515151 19191919 70707070 52525252 48484848 100100100100 73737373 42424242 115115115115 64646464 43434343 107107107107 47474747 30303030 77777777 45454545 37373737 82828282 56565656 29292929 85858585 49494949 29292929 77778888

人 数 25252525 －－－－ 25252525 50505050 8888 58585858 56565656 30303030 86868686 61616161 65656565 126126126126 78787878 64646464 142142142142 67676767 61616161 128128128128 49494949 39393939 88888888 51515151 47474747 98989898 58585858 41414141 99999999 51515151 39393939 99990000

第１次報告 第２次報告 第３次報告 第４次報告

（
H15.7.1

～

H15.12.31
）

（
H16.1.1

～

H16.12.31
）

（
H17.1.1

～

H17.12.31
）

（
H18.1.1

～

H18.12.31
）

第５次報告 第６次報告 第７次報告 第８次報告 第９次報告 第１０次報告

（
H19.1.1

～

H20.3.31
）

（
H20.4.1

～

H21.3.31
）

（
H21.4.1

～

H22.3.31
）

（H22.4.1～

H23.3.31）

（H23.4.1～

H24.3.31）

（H24.4.1～

H25.3.31）



児童福祉法第２８条（家裁の承認を得て行う施設入所措置）及び

第３３条の７（家裁に対して児童相談所長が行う親権喪失等請求）の件数

請求件数 185 3

承認件数 163 (88%) 2

請求件数 235 4

承認件数 182 (77%) 1

請求件数 230 3

承認件数 173 (75%) 2

請求件数 230 3

承認件数 214 (93%) 2

請求件数 255 16

承認件数 239 (94%) 2

請求件数 267 9

承認件数 218 (82%) 6

請求件数 294 38

承認件数 244 (83%) 14

請求件数 318 50

承認件数 277 (87%) 41

平成25年度

平成23年度

平成18年度

平成19年度

平成21年度

平成20年度

平成22年度

平成24年度

○ 平成２５年度の２８条（家裁の承認を得て行う施設入所措置）に基づく請求件数は３１８件、承認件数は２７７件

である。

○ 平成２４年度から、３３条の７により、親権喪失に加え、親権停止、管理権喪失宣告の請求が可能となった。

※平成２２年度は、東日本大震災の影響により、福島県を除いて集計した数値
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28条による施設入所措置の承認申立請求件数及び承認件数



（現行）
� 親権を行う者は、子の監護及び教育をする権利を有し、義務を負う。
� 親権を行う者は、必要な範囲内で自らその子を懲戒し、又は家庭裁判所の許可を得て、これを懲戒場に入れることができる。
� 親子の面会交流等についての明文規定がない。
○ 子の利益の観点の明確化等

「民法等の一部を改正する法律」の施行等について

１．親権と親権制限の制度の見直し （改正後） 【民法関係】
� 親権を行う者は、子の利益のために子の監護及び教育をする権利を有し、義務を負う。
� 親権を行う者は、子の利益のために行われる子の監護及び教育に必要な範囲内でその子を懲戒することができる。
� 離婚後の子の監護に関する事項として親子の面会交流等を明示。

（現行）
� 児童相談所長は、親権喪失についてのみ、家庭裁判所への請求権を有する。 （改正後） 【児童福祉法関係】

� 児童相談所長は、親権喪失、親権停止及び管理権喪失の審判並びにこれらの審判の取消しについて、家庭裁判所への請求権を有する。

（現行）
� あらかじめ期限を定めて親権を制限する制度はない。 （改正後） 【民法関係】

� 家庭裁判所は、「父又は母による親権の行使が困難又は不適当であることにより子の利益を害するとき」に２年以内の期間を定めて親権停止の審判をすることができる。（現行）
� 家庭裁判所は、 「父又は母が、親権を濫用し、又は著しく不行跡であるとき」に親権喪失の宣告をすることができる。
� 家庭裁判所は、「父又は母が，管理が失当であったことによってその子の財産を危うくしたとき」に管理権喪失の宣告をすることができる。 （改正後） 【民法関係】

� 家庭裁判所は、「父又は母による虐待又は悪意の遺棄があるときその他父又は母による親権の行使が著しく困難又は不適当であることにより子の利益を著しく害するとき」に親権喪失の審判をすることができる。
� 家庭裁判所は、「父又は母による管理権の行使が困難又は不適当であることにより子の利益を害するとき」に管理権喪失の審判をすることができる。

○ 親権喪失・管理権喪失原因の見直し

○ 親権停止制度の創設

（現行）
� 子の親族及び検察官が、親権の喪失等について、家庭裁判所への請求権を有する。 （改正後） 【民法関係】

� 子の親族及び検察官のほか、子、未成年後見人及び未成年後見監督人も、親権の喪失等について、家庭裁判所への請求権を有する。○ 親権喪失等の請求権者の見直し

児童虐待の防止等を図り、児童の権利利益を擁護する観点から、親権の停止制度を新設し、法人又は複数の未成年後見人の選任を認める等の改正を行うとともに、関連する規定について所要の整備を行うもの。 【平成23年６月３日 公布（一部施行） ／ 平成24年４月１日 施行】改正の趣旨等



• 発達状況、心理状態を踏まえた上で、的確にニーズを把握する。

• アセスメント全体を把握した上で、最終ゴールを想定することが重要。

• 情報が少ない場合こそ、あらゆる可能性を視野に入れることが重要。

• 障害のある子どもや家族が、まだ具体化できていないニーズを推測する。（真の

ニーズを把握することが重要。）

• 利用者の真のニーズを含めた個別支援計画を策定し、支援プロセスの全体を

管理する。

• 個別支援計画の策定に当たっては、訓練担当職員、保育士等のチームで取り

組むよう、支援会議を開催し意見調整の上、方針の統一を図る。

• 地域の社会資源を理解し関係機関と連携調整を行う。

• 以上の支援全般に渡って、児童の支援に従事する職員に対し、適宜、指導・助

言を行う。

（４）児童発達支援（４）児童発達支援（４）児童発達支援（４）児童発達支援管理責任者の役割管理責任者の役割管理責任者の役割管理責任者の役割


